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第１章 大学基準協会の分野別評価の概要 

 

１ 大学基準協会の沿革 

大学基準協会（以下「本協会」といいます。）は、戦後間もない 1947年、アメリカのアクレディテ

ーション団体をモデルに、46の国・公・私立大学を発起校として設立されました。本協会は、設立趣

旨を「会員の自主的努力と相互的援助によってわが国における大学の質的向上をはかる」こととし、

設立当初から現在に至るまで、会員の会費で運営されている自立的な大学団体です。 

本協会は、この設立趣旨のもと、1947年７月に「大学基準」を設定しました。さらに、各分野の分

科教育基準の策定に着手し、獣医学、医学、歯学、薬学、看護学、工学などの諸分野の基準を策定し

てまいりました。 

1951 年には、設立趣旨を具現化するために、大学を設置する際の最低要件を定めるものであると

ともに、会員大学が自主的かつ相互にその質を高めていくための向上基準である「大学基準」を用い

て、本協会への加盟を希望する大学が正会員としての適格性を有しているかどうかを判定する「適格

判定」制度を開始し、以後、本協会はわが国の大学の質的向上に資するべく活動をしてきました。 

その後、1996 年になると、各大学が実施する自己点検・評価を基礎とする新たな「大学評価」制

度、すなわち、正会員になるための加盟判定審査と、正会員に対し定期的に実施する相互評価を導入

しました。これにより、本協会は、各大学がそれぞれの特色を活かして発展できるよう、各大学の理

念・目的を尊重した評価を目指してきました。 

 

２ 大学基準協会と認証評価制度 

2002 年の学校教育法改正に伴い、2004 年度以降全ての大学、短期大学及び高等専門学校は、その

教育・研究等の総合的な状況について文部科学大臣の認証を受けた評価機関による評価を７年以内

の周期で受けることが法的に義務づけられました（「認証評価制度」）。この制度が導入されるにあた

って、本協会はわが国で最初の機関別認証評価機関として認証され、本協会が実施する大学評価が認

証評価として機能することになりました。 

また、同法の改正は、2004 年度以降、専門職大学院についてもその教育活動等の状況について文

部科学大臣の認証を受けた評価機関による評価（認証評価）を５年以内の周期で受けるよう義務づけ

ました。本協会が専門職大学院認証評価を実施することへの期待や社会的要請を踏まえ、2007 年以

降、各分野の専門職大学院認証評価を実施する認証評価機関となっています。現在では、９分野（法

科、経営系、公共政策系、公衆衛生系、知的財産、グローバル・コミュニケーション系、デジタルコ

ンテンツ系、グローバル法務系、広報・情報系）の専門職大学院認証評価を実施しています[2023年

４月時点]。 
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３ 大学基準協会と分野別評価 

本協会は、長きにわたり大学の教育研究活動の質を保証し、改善・向上を図る取組みを行ってきま

した。既述の沿革にて説明したように、創立以来、評価基準の策定・改定のみならず、基準を用いた

評価活動を展開するなかで、自己点検・評価に基づく評価といった新たな評価方法を開発し、評価の

精度を高めてまいりました。昨今、大学を取り巻く環境は大きく変化しており、少子高齢化社会、Ｉ

ＣＴの技術革新やそれを用いた産業の発展などの社会問題の解決に取り組む人材の育成が必要とさ

れています。そうしたなかで、大学は自らの教育研究活動の質を維持・向上させるとともに、社会へ

の説明責任を果たし、教育の質を保証しなければなりません。こうした状況から、本協会の大学評価

（機関別認証評価）では、2011年以降「内部質保証」の有効性に着目した評価を実施しています。こ

の内部質保証においては、大学が自らの教育活動等の質を保証するためのシステムを構築し、それを

継続的に機能させる必要があります。そのうえで、各教育プログラムの質を保証することは、前提条

件であるとともに、大変重要な活動です。 

本協会では、設立直後にさまざまな専門分野の基準を策定していたことや上記のような経緯から

分野別評価の重要性を認識し、認証評価機関としての活動に加え、各分野の有識者によるピアレビュ

ーを実施することといたしました。他方、文部科学省においては、2011年以降、医学、歯学、獣医学

などの分野に関する改善・充実に向けた調査研究や検討が行われ、これらの成果であるモデル・コア・

カリキュラムや質向上のための取組みが公表されました。本協会においては、こうした成果も活用し、

分野別評価を行うことにしています。 

 

４ 分野別評価の目的 

本協会が各分野の教育の第三者評価を実施する目的は、当該分野の教育の水準の向上をはかると

ともに、評価を通じて当該分野の教育の質を社会に対して広く保証することにあります。これらの目

的を遂行するために本協会は以下の活動を行います。 

① 当該分野の第三者評価のための基準の策定。 

② 書面評価及び実地調査を通じた各分野の基準への適合認定。 

③ 「改善報告書」のチェックを通じた当該分野の教育を実施する組織への継続的な支援。 

 

５ 分野別評価の基本方針 

上記２で説明した認証評価は、制度上、大学の自己点検・評価結果の分析、実地調査の実施、その

他適切な方法によるものとされています（学校教育法第 110 条第２項に規定する基準を適用するに

際して必要な細目を定める省令）。分野別評価は法定の認証評価ではないものの、基本的には本協会
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が行う認証評価を参考にした方法によって行います。 

各分野の教育を実施する組織は、わが国の教育制度下にある大学の一課程として、教育基本法以下

のさまざまな法令のもとに設置されています。評価にあたっては、これらの法令が遵守されているか

に留意しながらも、本協会が独自に設定する当該分野の基準への適合を総合的に判断し、判定を行い

ます。 

 

６ 評価対象及び評価の周期 

本協会の実施する分野別評価では、完成年度を経過した、わが国に設置されるすべての国・公・私

立大学の当該分野の教育を評価の対象とします。 

また、学士課程の評価であることから、最初の評価を受けた後は７年以内ごとに次の評価を受ける

ものとします。 

 

７ 評価基準 

本協会が策定する各分野の教育を評価する基準は、当該分野の教育を行う学士課程の質の維持・向

上を目的とし、本協会において当該分野の評価を行うために設定したものです。 

本協会の実施する評価においては、当該分野の教育に課せられた使命に基づきそれぞれが掲げる

目的を尊重し、その目的の達成のためにどのような努力が払われ、成果をあげているのかという点を

重視して評価を行うことを基本としています。そのため、評価基準において、当該分野の教育の結果

としてどのような資質・能力を身に付けた修了生を輩出するのか、それに向けた教育研究活動はどの

ように行っているのか、大学自身が点検・評価することで教育の改善と質の保証に取り組んでいるの

かを評価することが可能な基準を策定しています（評価基準の詳細については、第２章を参照）。 

 

８ 評価組織・体制 

本協会では、理事会のもとに評価事業ごとの委員会を設け、そのもとに評価を申請した当該分野の

教育課程ごとの評価を担当する分科会を設置します。すなわち、当該分野の評価委員会（正式名は分

野の名称に教育評価委員会を付ける）のもとに、申請数に応じた分科会を年度ごとに設置します。 

 

＜組織図＞ 

 

 

 

 

○○学教育評価第１分科会 大学基準協会 

理事会 

○○学教育評価委員会 

○○学教育評価第２分科会 
異議申立審査会 
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（１）評価委員会（獣医学教育評価委員会/歯学教育評価委員会） 

評価委員会は、当該分野の評価を実施する中心的組織で、委員長及び副委員長、委員で構成され

ます（委員数は、以下の表参照）。 

獣医学教育評価委員会 歯学教育評価委員会 

委員数：10 名以内（正副委員長含む） 

内訳： 

①獣医学教育（学士課程）を設置する大学から推

薦された教員の中から理事会が選出した委員７

名 

②獣医師資格を有する者の中から理事会が選出し

た２名 

③理事会選出による外部有識者１名 

委員数：10 名以内（正副委員長含む） 

内訳： 

①歯学教育（学士課程）を設置する大学から推薦

された教員の中から理事会が選出した委員８

名 

②歯科医師資格を有する者の中から理事会が選

出した１名 

③理事会選出による外部有識者１名 

 

（２）評価分科会（獣医学教育評価分科会/歯学教育評価分科会） 

評価分科会は、評価委員会の下部組織として、評価の申請ごとに設置します（それぞれの分科会

構成等は、以下の表参照）。 

獣医学教育評価分科会 歯学教育評価分科会 

分科会構成：原則４名（うち１名主査） 

特記事項： 

①分科会構成員のうち１名は、獣医臨床系の教員

又はその経験者とする。 

②共同教育課程を構成する２大学は、ともに同じ

分科会が評価を担当する。 

分科会構成：原則４名（うち１名主査） 

特記事項： 

①分科会構成員のうち１名は、歯科医師資格を

有する者（地域医療に貢献している者）とす

る。 

 

９ 評価のプロセス 

獣医学教育評価のプロセスの概要は以下のとおりです。 

 

（１）自己点検・評価の実施、自己点検・評価ワークシートの作成 

本協会の獣医学教育評価を申請するには、当該分野の基準を用いた自己点検・評価を行い、その

結果をとりまとめ提出する必要があります。とりまとめる際の報告書の様式を設けていますので、

これを参照のうえ作成してください。また、点検・評価を行うにあたり、評価基準に照らして必要

な数値データ等の基礎的な情報を「基本情報データ集」として提出する必要があります。これにつ

いても、様式を参照して記入してください。さらに、点検・評価の記述を裏付ける根拠資料につい

ても提出が必要です。これらの資料を作成し、指定期日までに提出してください。 

 

（２）書面評価及び実地調査 

書面評価は、大学から提出される評価資料（自己点検・評価の結果、「基本情報データ集」、根拠
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資料）をもとに行われます。 

実地調査は、書面評価を踏まえて行われます。当該分野の教育課程の施設・設備や教育・研究の

状況を直接確認するほか、その運営に責任を持つ関係者と面談し、教育・研究に取り組む姿勢を確

認することによって、評価結果の正確性・妥当性を確保するに十分な情報・資料等を収集すること

を目的としています。 

書面評価、実地調査の作業は、評価分科会が行い、実地調査までの事実に基づいて評価作業の結

果を「評価結果（分科会最終案）」としてとりまとめます。 

 

（３）「評価結果（委員会案）」の提示及び同案に対する意見申立 

評価委員会は、評価分科会が書面評価と実地調査を通じて作成した「評価結果（分科会最終案）」

をもとに「評価結果（委員会案）」を作成し、これを当該大学に送付します。当該大学は、「評価結

果（委員会案）」に事実誤認等がある場合に、評価委員会に対して意見申立をすることができます。

意見申立があった場合、評価委員会はその意見の妥当性を検討し、その結果を踏まえ「評価結果

（案）」を作成します。 

 

（４）理事会による最終決定 

理事会は、評価委員会の決定を尊重しつつ慎重に審議し、評価結果に関する最終決定を行います。 

 

（５）異議申立 

評価の結果、基準に適合していないと判定された大学は、その判定の取消しを求めて異議申立を

行うことができます。 

申立があった場合、評価委員会とは独立して設置されている異議申立審査会が、判定の基礎とな

っている事実に関して、誤認があるかないかを審査します。理事会は、その審査結果を踏まえ、「評

価結果」を再度審議し、最終決定します。 

 

10 「評価結果」の公表 

理事会において「評価結果」を最終決定すると、その結果を大学に通知するとともに、本協会ホー

ムページ等を通じて公表します。 

 

11 認定証・認定マーク 

評価の結果、本協会の設定する当該分野の基準に適合していると認定された場合には、認定証及び

認定マークが交付されます。従って、大学は、この認定マークをホームページや刊行物等に掲載する
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ことで、自己点検・評価に取り組んでいること、本協会から一定の質が保証されていることを広く社

会にアピールすることができます。 

 

       ＜認定マーク＞ 

                

12 改善報告 

本協会の実施する評価の特徴のひとつとして、評価後の改善状況を確認することで当該教育課程

の改善・向上を継続的に支援することがあります。具体的には、当該分野の教育課程に対して、本協

会が「評価結果」において提言として付した「是正勧告」及び「検討課題」について改善状況をとり

まとめた「改善報告書」を、評価実施年度から４年目の７月までに作成し、提出することを求めます

（※詳細は、「第３章３（１）改善報告書の提出」をご参照ください。）。 

提出された「改善報告書」に基づき、当該分野の評価委員会が改善状況に対する検討を行います（原

則として書面評価を実施）。検討した結果は、理事会の承認を経てその結果を当該大学に通知します。 

 

13 評価手数料 

大学は、指定の期日までに評価手数料を納入することが必要です（※本協会ホームページに掲載し

ております「公益財団法人大学基準協会評価手数料等に関する規程」をご参照ください。）。 
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第２章 獣医学教育に関する基準 

  



 

 

第２章 獣医学教育に関する基準 

 

本章においては、評価において欠かせない評価基準について説明します。評価対象となる獣医学教育

（学士課程）を担う組織（以下「獣医学教育組織」という。）は、本基準を使用し自己点検・評価を行

い、評価者は本基準を用いて評価を実施します。従って、大学及び評価者ともに、本基準について理解

することが重要です。 

2017 年度に開始した獣医学教育評価では、獣医学教育（学士）課程の質を保証するとともに、その

維持・向上に取り組むべく、獣医学教育（学士）課程に必要な事項を定め、評価を行ってきました。2024

年度からの第２期の開始にあたっては、自己点検・評価及び獣医学教育評価をより効率的かつ効果的に

行えるようにすべく、基準全体や「評価の視点」の構成を改めて整理しています。 

   

１ 基準の構成 

（１）大項目 

「獣医学教育に関する基準」は、以下の６つの大項目により構成されています。 

１ 使命・目的 

３ 教育研究等環境 

５ 教員・教員組織 

２ 教育の内容・方法・成果 

４ 学生の受け入れ・支援 

 ６ 自己点検・評価 

  

（２）「本文」及び「評価の視点」 

 大項目ごとに、「本文」及び「評価の視点」で構成されています。 

「本文」 

その大項目の趣旨を定めたもので、獣医学教育（学士課程）に共通に

課せられた基本的な使命を果たし、さらに獣医学教育組織が独自に設

けた目的を実現するために必要な内容を示しています。 

「評価の視点」 

「本文」の趣旨を踏まえ、①各獣医学教育組織が点検・評価活動を行

う際、②本協会が評価を行う際、それぞれが依拠すべきポイントを個

別的に示したものです。 

  

自己点検・評価を行う際にも、評価を行う際にも、個々の「評価の視点」を解釈し適用するにあた

っては、必ず「本文」によってその趣旨を理解し、相互の連関性等に十分な注意を払うことが求めら

れます。 

 大学及び評価者は、必ず評価基準を熟読し、評価基準で求められている趣旨を理解したうえで、自
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らの取組みにあてはめて点検・評価する、評価資料から評価対象の取組みを読み取って評価するよう

にしてください。 

（評価基準の概要、構成については、「獣医学教育に関する基準」（資料１）の冒頭にも「獣医学教育

に関する基準について」として記載しています。必ず読むようにしてください。） 

 

＜例示＞ 

獣医学教育に関する基準 

 令和○年○月○日決定 

１ 使命・目的 
＜獣医学の使命及び獣医学教育（学士課程）の使命・目的＞ 

獣医学、すなわち動物医学は、生物学に基礎をおく応用科学であり、人類と動物の福祉に貢献

することを使命とする。また、獣医学教育（学士課程）によって輩出される人材は、獣医師とし

て飼育動物に関する診療及び衛生指導その他の獣医事をつかさどることにより、動物衛生と公衆

衛生の向上及び畜産業の発達に貢献する使命がある（獣医師法第１条）。・・・ 

（以下、省略）・・・・・・・・・ 

 

○ 評価の視点 

項目 評価の視点 

使命・目的 1-1 獣医学教育（学士課程）の使命・目的及び当該獣医教育（学士課程）

を設置する大学の理念・目的を踏まえ、養成すべき人材像を明らか

にした獣医学教育（学士課程）の目的を独自に設定していること。 

1-2 獣医学教育（学士課程）の目的を教職員及び学生に周知し、かつ広

く社会一般に公表していること。 

・ 

・ 

・ 

 

 

 

 

 

大項目名 

「本文」 

「評価の視点」には、複数の項目が設けられている。 

自己点検・評価を実施する際には、項目ごとに、評価の視点を

踏まえて現状の説明等を記載する。 

評価においては、分科会では項目ごとに概評・提言を所見に記

載し、最終的な評価結果では項目ごとに概評を記載し、大項目

ごとに提言を記載する。 

「評価の視点」 
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２ 基準の理解を補助する資料 

 「獣医学教育に関する基準」について、より実質的な自己点検・評価を行えるよう、評価基準に関し

て獣医学教育組織における具体的な取組みをイメージするための手がかりとなるキーワードを示した

資料として「『獣医学教育に関する基準』における『評価のポイント』について」（資料２）を作成して

います。獣医学教育組織においては、「評価のポイント」を手がかりとし、自らの教育研究活動を点検

し、その適切性を評価してください。 

 ただし、「評価のポイント」で示している事項は、「自己点検・評価ワークシート」の作成にあたり最

低限必要な情報になります。従って、「評価のポイント」に示された事項のみを記述しても、それは獣

医学教育組織の現状を説明するには十分ではありません。それぞれの教育活動等における工夫、特色あ

る取組みの展開については、各自の判断で自己点検・評価に加えていく必要があります（詳細は、資料

２の冒頭を参照。）。 

 

３ 基準を用いた評価について 

 「獣医学教育に関する基準」を用いて評価を行った結果として、評価結果には、各評価の視点の評価

内容は「概評」に記述します。また、以下の表に従い、必要に応じて「提言」として取り上げます。評

価結果には、基準の大項目内の項目ごとに「概評」を記述し、大項目ごとに「提言」を記述します（詳

細は第４章「評価者による評価作業」を参照。）。 

提言の種類 内容 

長  所 他大学の模範・参考となるような卓越した取組み 

特  色 当該大学ならではのユニークな取組み 

検討課題 質の維持及び向上のために検討が望まれる課題 

是正勧告 必ず是正することが求められる重大な問題 

  

 評価結果においては、基準に適合しているか否かの最終的な判定を記述します。その際には、上記の

提言のうち、「是正勧告」の状況を総合的に
．．．．

判断して行います。具体的には、「是正勧告」の内容を検討

した結果、獣医学教育（学士課程）としての質に重大な問題があると判断された場合、基準に適合して

いないと判定されることとなります。 
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第３章 獣医学教育評価への申請準備、評価への対応 

  



 

 

第３章 獣医学教育評価への申請準備、評価への対応 

 

本章においては、獣医学教育評価を受ける大学が、評価実施年度及びその前後の時期に対応すべき事

がらについて説明します。 

なお、以降の記述において、提出資料の考え方や提出期限を示す際には、評価実施年度を基準に説明

します。 

 

１ 申請準備 

（１）申請に必要な資料、提出形態・時期 

資料の種類 提出形態 提出時期 

① 獣医学教育評価申請書（様式１） 文書・郵送 評価実施前年度 

１月末日まで 

② 自己点検・評価ワークシート 

（様式３） 

文書・電子データ（Word） 評価実施年度 

４月１日締め切り 

※②③④の草案（電子デー

タ）を評価実施前年度１月

末日までに提出 

③ 基本情報データ集（様式４） 文書・電子データ（Excel） 

④ 提出資料一覧（様式５） 文書・電子データ（Excel） 

⑤ 添付資料 電子データ（PDF） 

注１：②～④の文書は、紙媒体で１つの紙ファイルに綴じて８部を郵送してください。 

注２：共同教育課程では、どちらか一校が②～④のとりまとめ役となり、もう一校が作成したこれ

ら資料を１つに集約してください。②～④の文書についても、どちらか一校が提出を担い、

８部を郵送してください。 

注３：②～⑤の電子データは、本協会のクラウドに期日までにアップロードしてください。アップ

ロードに必要な情報や留意点は、①の申請書を受理した後、受理通知とともに本協会事務局

よりお知らせします。 

注４：④について、評価に際して必ず提出することを求める資料、各大学の判断で点検・評価の根

拠とする資料については、当該様式の末尾に記載している＜作成上の注意＞を参照してく

ださい。 

 

（２）評価資料の作成方法 

①自己点検・評価ワークシート（様式３） 

 「自己点検・評価ワークシート」は、当該教育課程が「獣医学教育に関する基準」に沿って自己

点検・評価した結果をとりまとめた資料です。第２章で説明したように、「獣医学教育に関する基
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準」を十分に理解したうえで、これを用いて自己点検・評価を実施してください。その際には、「『獣

医学教育に関する基準』における『評価のポイント』について」を活用し、より実質的な自己点検・

評価を行ってください。 

 共同教育課程が「自己点検・評価ワークシート」を作成する際は、両大学に共通する事項と各大

学固有の事項を整理し、共同教育課程として単一の「自己点検・評価ワークシート」を作成してく

ださい。なお、＜現状の説明、点検・評価＞では、「共通」「Ａ大学」「Ｂ大学」（様式中の（例）参

照）の記載を全て網羅する必要はありません。「共通」だけで全体的な状況を示すことができれば

「共通」のみ、あるいは「共通」の部分がない場合は「Ａ大学」「Ｂ大学」のみ記載することも可

能です。 

 

１）基本情報の記載 

 「自己点検・評価ワークシート」の表紙に所定の欄に従って当該教育課程の基本情報を記載して

ください。ここに記載した大学名・学部名・学科名（日本語・英語）をもとに、評価結果に記載す

る大学・学部・学科名とします。また、基準に適合していると判定された場合に発行する認定証（日

本語・英語）の記載もこの基本情報に基づいて作成しますので、その点を理解し、誤りのないよう

記載してください。 

 

２）点検・評価の対象期間 

 自己点検・評価は、主に評価実施前年度の取組みを基礎として執筆してください。ただし、単に

現状の取組みを記載するだけでは、第三者に取組みの理由や意義が伝わりません。そのため、現状

の取組みがどのような経緯・理由でいつから始まったのか、実績を積み上げるなかでどのような改

善・工夫を行ってきたのかを説明することが必要です。そうした意味では、評価実施前年度に限ら

ず、期間に幅を持たせて考えることが重要です。 

 なお、②で説明する「基本情報データ集」を用いて点検・評価する場合には、データの作成基準

日が評価実施前年度５月１日であることに留意し、数値の齟齬がないようにしてください。「基本

情報データ集」と異なる基準日の数値を用いる場合には、その旨が分かるよう「自己点検・評価ワ

ークシート」に記載してください。 

 

３）自己点検・評価ワークシートの構成 

 「序章」「本章」「終章」の３部で構成します。 

「序章」 
本章に対する導入部分として、当該教育課程が自己点検・評価をいかなる目的

において実施し、いかなる体制でこれを行ったのか等、自己点検・評価に対す
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る姿勢が読み取れることが重要です。 

「本章」 

本協会が設定した基準の大項目ごとに章立てをして下さい。その上で、各章に

おいて「項目」ごとに各「評価の視点」を確認し、「本文」の趣旨に沿って、

＜現状の説明、点検・評価＞と＜根拠資料＞をとりまとめて下さい。 

「終章」 

全体を通して、当該教育課程の全体的な目的等の達成状況、取り組むべき課題、

今後目指すべき方向等について記述して下さい。本章の記述と重複してもかま

いません。 

 

４）「本章」の書き方について 

＜自己評価＞ 

・「獣医学教育に関する基準」（資料１）の各「評価の視点」を確認し、「判断の目安」に基づ

き、現在の取組み状況に該当する、もしくは最も近い評点を選択し、入力してください。 

 

＜現状の説明、点検・評価＞ 

・基準の大項目ごとに設けられている各「項目」について、各「評価の視点」を確認し、「本

文」の趣旨に沿って、現状の説明を記述して下さい。その際、評価者が読んで、当該分野

の教育課程の状況がある程度、具体的なイメージを持って把握し、評価できるか、という

ことを念頭におき、各項目について具体的な内容を盛り込んで記述して下さい。 

・その根拠となる資料、参照すべき資料がある場合には、資料名と資料番号、該当頁数を記

して下さい。 

・「項目」ごとにまとめる際に確認する「評価の視点」について、該当しない「評価の視点」

がある場合には、現状の説明内においてその旨記述して下さい。 

・「項目」のうち、点検・評価の結果、明らかになった長所・課題について、できるだけ具体

的に記述して下さい。重要なことは、課題が存在しないことではなく、課題を自覚し、そ

の改善方策を明示することです。 

・長所についてはそれをさらに伸長させるための方策、課題についてはそれを解決していく

ための方策を記述して下さい。記述の際には、下記の点に留意し、可能な限り具体的に記

述して下さい。 

※ 実証的な記述、修辞に頼らない簡潔な記述になっているか。 

※ 当該分野の教育課程の特色や長所、あるいは改善事項が率直に記述されているか。 

※ 「～が必要である」「～を検討すべきである」「～が課題である」という記載にとどまっ

ていないか。それを実現するための具体的な計画が記述されているか。 
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※ 「確認すべき評価の視点にきちんと対応していない」というような評価者の誤解をま

ねかないよう、「項目」ごとにまとめる際に確認する評価の視点に該当する実績がない

場合に、その旨あるいは今後の取組みが記述されているか。 

 

＜根拠資料＞ 

  ・当該項目の「現状の説明、点検・評価」において用いた根拠資料について、列記してくださ

い。資料番号、資料名、該当ページ（ある場合）を示すようにしてください。 

  ・資料番号、資料名は、「提出資料一覧」（様式５）と一致するようにしてください（様式５の

＜作成上の注意＞参照。）。 

  ・根拠資料のうち、ウェブサイト上で公開している資料（評価者がアクセスすることが可能）

であれば、電子データ（ＰＤＦ）での提出は必要ありません。＜根拠資料＞欄に資料名とと

もにＵＲＬを記載し、リンクをオンにしておいてください。 

 

②基本情報データ集（様式４） 

 「基本情報データ集」は、定量的側面をはじめ、当該分野の基礎的な情報を把握するためのデー

タ集です。様式４を使用して作成して下さい。原則として、各年度の５月１日現在のデータを記載

して下さい。 

 「基本情報データ集」の目次には、関連する「評価の視点」を明記しています。「自己点検・評

価ワークシート」の該当する項目の＜現状の説明＞にて、「基本情報データ集」を根拠とすること

も可能です。その場合、基準日を確認し、数値の齟齬がないようにしてください。 

 「基本情報データ集」を作成するにあたっての留意事項は、様式４の「データ作成上の留意事項」

に記載しています。また、表によっては欄外に注記がありますので、それらを参照し、作成してく

ださい。 

 共同教育課程においては、以下のとおり作成してください。 

表番号 作成方法 

表１～表３（カリキュラム関係） 両大学で統一した表（共同教育課程としての表）を作成 

表４～表 13 大学ごとに作成 

表 14（教員組織関係） 両大学で統一した表（共同教育課程としての表）に加え

て、大学ごとの表を作成 

表 15～表 17（教員組織関係） 大学ごとに作成 

※資料提出の際には、１つの大学がとりまとめに責任を負い、２大学の情報をまとめた「基礎情報

データ集」を提出してください（大学ごとに作成する表は、表４（Ａ大学）、表４（Ｂ大学）…
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といった形でシートを分けて整理してください。）。 

 

③提出資料一覧（様式５） 

 「提出資料一覧」は、評価にあたって提出する資料を一覧化した資料です。評価資料の全容を把

握するために使用しますので、「自己点検・評価ワークシート」の＜根拠資料＞と資料名称、資料

番号が齟齬のないように留意してください。 

 評価にあたって提出する資料のうち、当該教育課程で実際に作成・使用している資料の提出が必

要です。それらの資料のうち、評価にあたって必ず提出すべき資料を定めていますので、該当様式

の「提出資料の種類」欄に記載のある資料については、対応する資料を必ず提出してください。 

 また、各自の判断で「自己点検・評価ワークシート」の記述の根拠となる資料についても提出し

てください。これらについては、該当様式の大項目ごとに設けている「その他、根拠資料」欄に適

宜記載してください。 

 その他、作成上の留意点を様式５の末尾に記載していますので、必ず参照してください。 

 なお、共同教育課程においては、１つの大学がとりまとめに責任を負い、２大学の情報をまとめ

た「提出資料一覧」を作成してください。 

 

（３）申請書・評価資料の草案確認（評価実施前年度１月末日までに提出） 

評価を申請する意思を表明する「申請書」（様式１）を評価実施前
．
年度の１月末日までに郵送で本

協会事務局までお送りください。 

また、評価資料に不備があると評価を円滑に進めることができません。そうしたことを防ぐために、

「自己点検・評価ワークシート」「基本情報データ集」「提出資料一覧」の３つの資料については、評

価開始前に本協会事務局で体裁を確認させていただきます（※様式や記載ルールに則った記述を確

認することが目的となりますので、評価内容についての助言等は行いません。）。 

評価実施前年度１月末日までに、上記３点の電子データを本協会・獣医学教育評価担当メールアド

レス（vet@juaa.or.jp）までご提出ください。送信の際に、メール本文にて、獣医学教育評価申請に

あたっての大学側事務局担当者のご芳名・所属部署・連絡先（住所、電話、メールアドレス）をお知

らせください。 

事務局にて確認した結果をメールにて当該大学へとお返ししますので、評価実施年度４月の本提

出までに記述の修正・充実を図ってください。 
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（４）評価資料の提出（評価実施年度４月１日まで） 

草案確認の結果を踏まえ、以下の資料を指定された形態・部数で、評価実施年度の４月１日までに

本協会事務局宛に提出してください。なお、原則として資料の提出後の差し替えはできません。 

【本提出時に必要な資料】 

資料の種類 提出形態 部数 備考 

自己点検・評価ワーク

シート 

紙媒体 ８部 ※ 

Word ― 本協会クラウドへ提出 

基本情報データ集 
紙媒体 ８部 ※ 

Excel ― 本協会クラウドへ提出 

提出資料一覧 
紙媒体 ８部 ※ 

Excel ― 本協会クラウドへ提出 

添付資料 ＰＤＦ ― 本協会クラウドへ提出 

シラバス及びその他、電

子データ化不可な資料 
紙媒体 ８部 ※ 

評価実施年度の 

学年暦及び時間割表 
ＰＤＦ ― 

本協会クラウドへ提出 

実地調査の実施日を 

検討する際に使用します 

 

【紙媒体資料の提出方法】 

・上表の備考欄に※とある資料を、上表の記載順に１つの紙ファイル等に綴じてください。 

なお、シラバス及び電子データ化が不可な資料については、「自己点検・評価ワークシート」等

と同じファイルで構いませんが、資料が大部になる場合は、別のファイルに綴じてください。 

・紙ファイル等では、綴じた資料が分かるよう、適宜タグや仕切り等をつけてください。 

・紙媒体資料は、期日までに以下の送付先へお送りください。 

〒162-0842東京都新宿区市谷砂土原町 2-7-13 

公益財団法人大学基準協会 獣医学教育評価担当 

・大学から提出された資料は、評価終了後、本協会が一部の資料を保存し、その他は本協会の責

任において適切に処分します。ただし、大学から返却の希望があれば、本協会保存分を除いて

返却しますので、提出の際にその旨をお知らせください。 

 

（５）評価手数料の納入（【納入期限】評価実施年度５月末日） 

本協会は、大学に対して評価手数料の請求書を送付します（４月上旬発送予定）。大学は、請求
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書に記載されている指定口座に評価手数料を振り込んでください。なお、指定する期限までに納入

が困難な場合等は、早めに本協会に問い合わせてください。 

＜評価手数料＞ 

・ １つの大学により設置された課程 ・・・ 220万円 

・ 複数の大学により設置された課程 ・・・ 130万円（各大学） 

※評価手数料には、別途消費税がかかります。 

 

（６）申請の取り下げ（【提出期限】評価実施年度４月末日） 

申請書提出後、やむを得ない理由により申請を取り下げる場合は、評価実施年度４月末日までに

「獣医学教育評価申請取下げ願い書」（様式２）を提出して下さい。上記の期限後、本協会は評価

を申請する大学名を公表します。 
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２ 評価への対応 

（１）評価のスケジュール 

 ≪大学≫  ≪大学基準協会≫ 

評価実施 

前年度 
（１月末日ま

で） 

事前準備、申請資料の提出 

評価資料（草案）の事前提出 

・「自己点検・評価ワークシート」「基本情報

データ集」「提出資料一覧」（電子データ） 

→ 

← 

草案の事前チェック、返送 

申請書の提出 受理通知の発送（資料提出方法の案内） 

    

評価実施 

年度 

 

４月～５月 

評価資料の提出、評価手数料の納入 

評価資料の提出 

・「自己点検・評価ワークシート」「基本情報

データ集」「提出資料一覧」「添付資料」（書

面・電子データ） 

→ 

← 

評価資料の受け取り・確認 

評価者への発送 

評価手数料の納入 評価手数料請求書の発送 

    

５月～ 

９月上旬 

書面評価 

質問事項への回答、評価結果（分科会案）へ

の見解、実地調査に係る各種資料の作成・提

出＜実地 10日前まで＞ 

← 

→ 

評価者研修の実施、書面評価 

分科会の開催（７月～９月上旬） 

評価結果（分科会案）の送付 
＜実地５週間前まで＞ 

    

９月下旬 

～11月上旬 

実地調査 

実地調査（１日）への対応 
→ 

← 

実地調査（１日）の実施 

※共同教育課程の場合は、１大学１日 

    

12 月下旬 

～２月 

「評価結果（委員会案）」に対する意見申立 

「評価結果（委員会案）」の確認 

意見申立（任意） 

← 

→ 

「評価結果（委員会案）」の送付 

委員会における意見申立への検討 

「評価結果（案）」の確定 

    

３月 

「評価結果」の受領 

「評価結果」の受領 
（※基準に適合していると判定された場合は、 

認定証・認定マークも付与） 
← 

理事会の開催（評価結果（案）の審議・承認） 

「評価結果」の送付 

  

 

 
 

 

 （適合の場合）  （不適合の場合） 

    

 

評価実施 

年度から 

４年後 

改善報告書の提出  ３月 異議申立（任意） 

（本協会にて改善報告書を検

討後、検討結果を送付） 
  

 翌年度/翌々年度 追評価（任意） 
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（２）書面評価への対応 

大学から提出された書類に基づいて、獣医学教育評価委員会の下に設置される獣医学教育評価

分科会（以下「評価分科会」といいます。）が書面評価を行います。この期間内に評価者から要望

が出された場合は、本協会事務局を通じて、大学担当者宛に追加資料等を求めることがあります。 

 

（３）実地調査への対応 

①実地調査の目的 

実地調査は主に次の目的のために実施されます。 

・ 当該教育課程の特色ある施設・設備や教育･研究の状況を直接確認すること等を通じて、評

価結果の正確性・妥当性を確保するに十分な情報、資料等を収集すること。 

・ 教育の運営に責任を持つ関係者と面談し、当該教育課程の教育・研究に取り組む姿勢を確

認するとともに、今後のさらなる発展を支援するべく大学側との有益な意見交換を行うこ

と。 

 

②実地調査の日時と対象キャンパス 

実地調査は、原則として 10～11 月に１日で行います（共同教育課程の場合は、１大学１日）。

実地調査の実施日については、事前に大学の予定を照会し、評価分科会と調整した後、６月上旬

を目途に本協会事務局から候補日を通知します。その後、大学との相談の上で６月中に決定しま

す。 

原則として、当該教育課程の教育活動が中心に行われているキャンパスが調査の対象となり

ます。授業見学については、原則として実地調査実施日に開講している科目を対象に実施します。 

 

③実地調査の参加者 

１）本協会側 

当該教育課程の評価を担当する評価分科会の主査・委員が実地調査に参加します。必要に応

じて評価委員会の委員（外部有識者）が参加することもあります。また、本協会事務局職員が

若干名同行します。 

 

２）大学側 

大学関係者との面談（全体）では、教学側の責任者、自己点検・評価の責任者等、本協会側

からの質問に責任を持って回答できる教職員の方が参加してください。また、必要に応じて大

学の長やある特定の部局の長などの出席を求めることがあります。 
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教職員との個別面談では、評価分科会が意見交換を希望した教職員に参加を求めます。 

 

④実地調査前の準備等 

本協会事務局より、実地調査の５週間前までに「評価結果（分科会案）」を大学宛に送付しま

す。あわせて、スケジュール、面談対象者、インタビュー参加学生、見学施設・授業等について

の分科会の希望を伝えます。 

大学はこの内容を確認し、提出資料を１つのファイルに綴じ、実地調査の 10 日前までに、本

協会事務局宛に提出して下さい。 

 

１）「評価結果（分科会案）」の質問事項に対する回答、「評価結果（分科会案）」に対する見解の作

成 

「評価結果（分科会案）」は、実地調査当日の基本となる資料です。大学は、本協会が送付し

た「評価結果（分科会案）」に目を通し、同評価結果に記載された「質問事項」に対する回答と、

同評価結果に対する見解をまとめていただき、実地調査 10日前までに提出してください。その

際に留意すべき事項は以下の点です。 

 

・ 「評価結果（分科会案）」に目を通すにあたっては、主として、事実誤認の有無（評価開始後

に発生した事実変更を含む。）、社会に公表するときに誤解を与えやすい表現に留意してくだ

さい。固有名詞などに誤記・誤字がある場合にも本協会事務局までお知らせ下さい。 

・ 質問事項に対する回答及び「評価結果（分科会案）」に対する見解は、実地調査５週間前まで

に本協会からお送りする「評価結果（分科会案）」内の記入欄に記入してください。 

・ 回答及び見解に対しては、根拠資料を示すことが必要です。回答及び見解の根拠資料につい

ては、原則として電子データ（ＰＤＦ）をクラウドへアップロードしていただきます（紙媒

体については原則として不要）。 

 

２）スケジュールの調整 

本協会事務局から実地調査当日のスケジュールをお知らせしますので、関係者のスケジュー

ルを調整してください。本協会事務局担当者と相談の上、「実地調査当日のスケジュール、当日

開講授業一覧」（様式７）を提出してください。 

 

３）見学施設の順序、所要時間等を設定 

評価分科会の希望を踏まえて、見学対象、見学の順序や経路、所要時間を設定してください。
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本協会事務局担当者と相談の上設定し、「実地調査当日のスケジュール、当日開講授業一覧」（様

式７）の施設見学の時間帯に見学する施設名を記載してください。なお、授業見学については、

実地調査当日の開講科目すべてが対象となりますので、同様式内に当日の開講科目を記載して

ください。 

 

４）面談参加者名簿等の作成 

評価分科会の希望を踏まえて、面談（全体及び個別）の対象者を選定してください。 

大学関係者との面談については、執行部、自己点検・評価の責任者等、当該教育課程の取組

みについて責任をもって回答できる方が出席してください。教職員との個別面談については、

評価分科会から要請がなされた場合のみ実施しますので、その際に対象者を選定してください。 

「面談出席者（全体面談・個別面談）・学生インタビュー出席者名簿」（様式８）及び面談時

の席次表（書式任意）を、それぞれ作成し、提出してください。 

教職員との個別面談の希望については、スケジュール調整の際に、あらかじめ本協会事務局

より相談します。 

 

５）学生へのインタビュー参加者の選定及び名簿等の作成 

評価分科会からの希望を踏まえて、学生へのインタビューの対象者を選定してください。 

「面談出席者（全体面談・個別面談）・学生インタビュー出席者名簿」（様式８）及び学生イ

ンタビュー時の席次表（書式任意）を作成し、提出してください。 

 

６）会場の確保・設営 

本協会側出席者の控室（１室）、関係者との面談会場、学生インタビュー会場（両会場は同じ

場所でも可）を用意してください。会場は、可能な限り控室に近い場所にしてください。 

 

  控室 

施錠できるタイプの部屋を用意してください。 

控室には、以下のものを準備してください。 

・ 申請時に提出した「自己点検・評価ワークシート」「基本情報データ集」「提出資料一覧」

を綴じた紙ファイル（２部） 

・ 実地調査に関する書類一式ファイル（２部） 

・ 申請時に提出した「添付資料」及び実地調査 10 日前に提出した回答・見解等の「根拠資

料」（電子データ）を閲覧するためのＰＣ１台 
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・ その他、大学が紙媒体のみで準備した資料（４月の提出時に実地調査時閲覧としていた資

料や回答・見解の根拠資料のうち電子データ化が不可だった資料など） 

 

  面談会場・学生インタビュー会場 

座席配置はロの字型としてください（本協会事務局は下座あるいは別席）。 

なお、学生インタビューの会場は、大学関係者との面談会場と同じ会場でも構いません。 

 

７）本協会側出席者の昼食の準備 

本協会側出席者の食事代は本協会が負担します。詳細については、事前に本協会事務局担当

者から連絡します。 

 

８）集合場所（評価者の控室）の通知 

実地調査当日に評価者が使用する控室を集合場所とします。実地調査の２週間前までに、本

協会事務局担当者まで、集合場所となる控室の建物・会議室等の名称をメールでお知らせくだ

さい。なお、控室までのルートが複雑な場合には、同メールにて補足をお願いします。 

 

９）提出資料 

大学は、実地調査当日のスケジュール等について、事前に本協会事務局担当者と相談・調整

の上決定し、次の資料を本協会に提出してください。これらの資料は、いずれも、書面及び電

子データ（word）の形態で提出してください。なお、書面については、以下の資料を１冊のフ

ァイルに綴じ、インデックスや資料番号をつけてください。 

 

・ 「質問事項に対する回答」及び「評価結果（分科会案）に対する見解」が記載された「評

価結果（分科会案）」 

・ 実地調査当日のスケジュール、当日開講授業一覧（様式７） 

・ 面談出席者（全体面談・個別面談）・学生インタビュー出席者名簿（様式８） 

・ 全体面談・個別面談・学生インタビューの席次表（様式任意） 

【提出期限】実地調査日の 10日前まで 

【提出部数】各８部 

 

⑤実地調査当日 

実地調査の主な内容は以下の通りです。「実地調査当日のスケジュール、当日開講授業一覧」（様
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式７）をもとに、本協会事務局と大学担当者とであらかじめ調整します。 

 

・ 本協会側打ち合わせ 

・ 大学関係者との面談（全体及び個別） 

・ 学生インタビュー 

・ 施設・設備の見学 

・ 授業見学 

・ 資料の閲覧 

 

   １）大学関係者との面談（全体） 

本協会側出席者と大学関係者による面談では、「評価結果（分科会案）」に記載される「実地

調査における質問事項に対する回答」、「評価結果（分科会案）に対する見解」を基礎としなが

ら、質疑応答及び意見交換を行います。必要に応じて、大学の長やある特定の部局の長などの

出席を求めることがあります。 

また、面談の冒頭においては、固有の目的や特色ある取組み、教育課程・内容等の概要につ

いて、大学側よりプレゼンテーションを行う等が期待されます。大学関係者との面談の進め方

及び内容等については、大学側と本協会側出席者において相談・調整しますので、実地調査５

週間前（評価結果（分科会案）の送付）以降に本協会事務局担当者までご相談下さい。 

 

＜共同教育課程のみ＞ 

共同教育課程を編成する大学については、各大学における全体面談に加え、本協会側出席者

と両大学の大学関係者が一堂に会した全体面談を行います。この面談では、共同教育課程とし

ての使命・目的や教育上の特長、運営上の工夫等について大学側よりプレゼンテーションを行

っていただくほか、両大学に共通する質疑応答及び意見交換を行います。 

なお、この面談を実施するにあたっては、最初に訪問する大学で実施し、当該大学関係者及

び本協会側出席者は対面、もう一方の大学側出席者はオンラインで参加すること等が考えられ

ます。 

 

   ２）教職員との個別面談 

当該分野の教育課程の現状を把握し、評価の参考とするため、関係する教職員との個別面談

を行うことがあります。教職員との個別面談は、時間的制約などから、大学関係者との全体面

談では十分な説明が得られない可能性がある事柄について、補足的に説明を求めることを目的
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に、主にカリキュラム担当教員、自己点検・評価担当教員、学生生活担当教員、教務担当事務

職員等に対して行います。 

当該分野の教育課程の教職員数にもよりますが、実地調査日に出校している教職員の内、本

協会側で選んだ者と面談を行います。ただし、分科会で必要がないと判断した場合には、個別

面談は行いません。７～９月に開催する分科会において、教職員との個別面談を実施するか否

かを決定し、大学に伝えます。 

なお、個別面談は対象となる教職員と本協会側出席者のみで行い、それ以外の大学側関係者

の同席や録音等は認められません。 

 

３）学生へのインタビュー 

学生へのインタビューは、あくまで評価結果を確定するための情報を直接学生等から得るこ

とを目的として行うものです。実施時間帯は、参加者の予定等を考慮し大学側で決定し、本協

会事務局に伝えて下さい。 

学生等の選抜は原則として大学側に一任します。５～６名程度で学年、性別などのバランス

を考慮してください。場合によっては、実地調査５週間前までに大学へ送付する「評価結果（分

科会案）」において分科会からの要望が記載されることがあります。 

なお、インタビューは学生等と本協会側出席者のみで行い、大学側関係者の同席や録音等は

認められません。 

 

４）施設・設備の見学 

当該教育課程の教育活動及び研究活動や学生生活に関連する施設・設備の見学を行います。 

見学の順序に従って本協会側出席者を誘導するとともに、各施設において簡単な説明をお願

いします。その際、それぞれの施設・設備の教職員やそれらを利用している学生に対し、本協

会側出席者が質問をすることがあります。 

なお、本協会側出席者を案内する大学関係者は少人数で結構です。 

 

５）授業見学 

実地調査当日に開講している授業は見学の対象となる可能性があります。実地調査当日に開

講している授業の担当教員にはその旨を伝えて下さい。 

 

６）資料の閲覧 

大学が４月に本協会に提出した添付資料や、「評価結果（分科会案）」に対する見解及び質問
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事項に対する回答の根拠となる資料、その他実地調査までに本協会が準備を求めた資料等を閲

覧し、評価結果の正確性・妥当性を確保するための情報収集・分析を行います。なお、実地調

査実施中（当日）に、新たな資料の提示を求める場合があります。 

 

⑥実地調査に関わる諸経費 

本協会側出席者の大学までのアクセスは、交通手段・ホテルの手配・予約を含め、出席者各人

が行うことを原則としています。調査にかかる旅費は本協会が負担します。ただし、事前に本協

会事務局から、大学までの最短アクセスや現地での宿泊に適したホテルなどを確認する場合があ

ります。 

 

（４）「評価結果（委員会案）」への意見申立、評価結果の確定 

実地調査終了後、評価分科会は「評価結果（分科会最終案）」を完成させます。その後、評価分

科会の上部組織である評価委員会が、「評価結果（分科会最終案）」をもとに「評価結果（委員会案）」

を作成し、12 月中旬までに大学宛に送付します。大学は同案を確認し、意見がある場合には指定

される期日までに、文書により意見を申し立てることができます（「評価結果（委員会案）に対す

る意見」（様式 10））。意見申立の文書は、獣医学教育評価委員会委員長宛に公文書として送付して

下さい。 

【申立期限】１月の本協会が指定する日 

 

本協会では、２月に評価委員会を開催します。同委員会で、意見採否の審議を行い、「評価結果

（案）」を作成します。 

その後、「評価結果（案）」は、本協会理事会で審議し、「評価結果」として確定します。 

確定した「評価結果」は速やかに大学に通知するとともに、本協会ホームページ等を通じて公表

します。 

なお、「評価結果」において提言として示された「検討課題」や「是正勧告」に対しての大学の

対応については、本章「３（１）改善報告書の提出」を参照してください。 

 

（４）「評価結果」に対する異議申立 

異議申立は、基準に適合していない旨の判定がなされた場合に限り行うことができます。異議申

立を行う場合、大学は「評価結果」を受領した日から２週間以内に、本協会会長宛に「異議申立趣

意書、評価結果に対する異議申立理由」（様式 11）及びその根拠となる資料類を提出してください。 

【提出期限】「評価結果」を受領した日から２週間以内 
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異議申立にあたっての留意点は以下のとおりです。 

・ 異議申立は、基準に適合していないとの「評価結果」判定を取消し、改めて適合の判定を求め

るために行うものです。したがって、これと直接に関係しない個別の提言等に対する意見申し

立てや、再度の評価を求める機会ではありません。 

・ 異議申立は、判定の基礎となる事実に誤認がある場合に行うことができます。 

・ 異議申立審査会による審査の結果は大学に送付されます。その結果に対して再度異議申立を

行うことはできません。 

 

３ 評価終了後 

（１）改善報告書の提出 

評価の結果、基準に適合していると認定された場合、当該獣医学教育組織は、評価結果において

提言された事項（「是正勧告」及び「検討課題」）への対応状況・改善状況を、評価実施年度から４

年目の７月末日までに「改善報告書」として提出する必要があります。 

 

 

 

 

「是正勧告」は、提言された事項について必ず改善・改革に取り組み、その結果の報告を求める

ものです。したがって、当該事項への対応方法、改善状況及び、将来計画について、必ず報告して

ください。 

一方、「検討課題」は、一層の改善・改革の努力を促すために提言するものであるため、どう対

応するかは、各大学の判断に委ねられます。したがって、当該事項について改善を行った場合には

改善状況を、改善する必要がないと判断した場合にはその理由を示してください。 

 

・ 提出書類：「改善報告書」（様式 12）※Word 形式 及びその根拠となる資料 

・ 提出期限：評価実施年度から４年目の７月末日 

    

評価実施
年度

評価実施
年度＋１

評価実施
年度＋２

評価実施
年度＋３

評価実施
年度＋４

評価結果受領 

↓ 

提出期限 

↓ 

この期間内に改善報告書を提出 

 

※ただし、すべての提言事項への改善状況を１度に報告すること 

（提言ごとに年度を変えて改善状況報告することは不可） 
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（２）改善報告書の検討 

提出された「改善報告書」に基づいて、改善の状況を評価委員会で審議・検討し、「改善報

告書検討結果（案）」（様式 13）を作成します。その後、本協会理事会での審議・決定を経て最

終結果を大学に通知します。 
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第４章 評価者による評価作業 

 

  



 

 

第４章 評価者による評価作業 

  

本協会の実施する評価は、いずれも大きく分けて書面評価と実地調査の２つの作業から成り立って

います。評価者研修セミナーから「評価結果（分科会最終案）」の完成までの作業の流れを図示すると

次のようになります。 

 

 

       ↓              ↓ 

 

       ↓              ↓ 

 

       ↓              ↓ 

 

                      ↓ 

 

        

 

       ↓              ↓ 

 

               ↓ 

 

               ↓ 

 

               ↓ 

 

 

  

評価分科会主査 評価分科会委員 

評価資料到着・所見の作成 

) 

分 科 会 へ の 出 席（７～９月、３時間程度） 

評価結果（分科会案）の作成 

実地調査（９月下旬～11月上旬、１日間） 

評価結果（分科会最終案）の作成（実地調査後１週間後まで） 

 

 

 

 

 

 

書 

 

面 

 

評 

 

価 

評価者研修セミナーへの参加（５月中） 

所見のまとめ作成（事務局にて作業） 

評価結果（分科会案）の確認 

評価結果（分科会案）を大学へ送付（事務局より送付） 

 

書 

 

面 

 

評 

 

価 

実 

地 

調 

査 

評価結果（分科会原案）の作成 
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１ 評価者研修セミナー 

評価者研修セミナーには、原則として評価分科会の評価者（主査及び委員）全員が参加できるよう

開催日を調整します。評価者研修セミナーでは、評価の概要及び書面評価に使用する様式等を本協会

から説明するほか、分科会主査を中心に評価方針等について情報を共有します。 

評価者研修セミナー後には、各評価者が個人作業にて所見を作成することになりますので、疑問や

評価方法に関する意見については、評価者研修セミナーの際に意見交換してください。 

 

２ 書面評価 

（１）評価書類の到着 

評価分科会主査及び委員に対しては、評価者研修セミナー後、本協会事務局から以下のような評

価書類を送付します。 

評価資料の種類 形態 備考 

① 自己点検・評価 

ワークシート（様式３） 

紙媒体 

電子データ（Word） 
・紙媒体は１つのファイルに綴じて送付

します。 

・電子データは、本協会クラウドから

閲覧可能です。 
（クラウドへのアクセスに必要な情報・使

用方法は、評価者研修セミナーで説明し

ます。） 

② 基本情報データ集 

（様式４） 

紙媒体 

電子データ（Excel） 

③ 提出資料一覧（様式５） 紙媒体 

電子データ（Excel） 

④ 添付資料（シラバス除く） 電子データ（ＰＤＦ） ・電子データのみの提出となりますの

で、本協会クラウドから閲覧してく

ださい。 

・シラバス及びその他電子データで提

出できない資料は、紙媒体で送付し

ます。 

 

①「自己点検・評価ワークシート」 

「自己点検・評価ワークシート」は、本協会の基準に基づいて、当該分野の教育課程が自己点

検・評価を行った結果をまとめた資料です。同ワークシートは、固有の目的の達成状況と現状認

識、将来の改善のための計画を評価するための最も重要な基礎資料です。 

 

②「基本情報データ集」 

「基本情報データ集」は、定量的なデータをはじめとする当該分野の基礎的な情報を把握・確

認するための資料として、本協会の定めた様式により大学が作成した資料です（「基本情報デー

タ集」（様式４）参照）。このデータは、「自己点検・評価ワークシート」とともに、評価のため
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の重要な基礎資料です。 

 

③添付資料 

添付資料は、評価を行うにあたって必要になるとの判断から、予め本協会が示した資料に加え、

「自己点検・評価ワークシート」の記述内容の根拠となる資料として当該教育課程が提示した資

料もあります。添付資料には、当該教育課程の概要を紹介したパンフレット、学生募集要項など

の刊行物、シラバス、学則などがあります（「提出資料一覧」（様式５）参照）。 

また、「自己点検・評価ワークシート」における記述の裏づけとなる資料ということから、基

本的に当該ワークシート作成年度（評価実施前年度）の資料・刊行物の提出を求めています。 

なお、書面評価を行うにあたり、送付された資料以外に確認すべき資料がある場合、適宜、当

該教育課程に追加資料の提出を求めますので、本協会事務局までご連絡下さい。 

 

（２）評価所見の作成 

各評価者は、評価資料からの書面評価を行い、各自で所見を作成します。 

 

①所見記入用紙の構成、記入欄（様式６） 

所見を記入する様式である「所見記入用紙」は、基準の大項目ごとに区切り、記述欄としては、

大項目内の項目ごとに＜概評＞、＜提言＞（長所、特色、検討課題、是正勧告）、＜質問事項等

＞を設け、大項目ごとに「４・３・２・１」の４段階で評定を付すように構成されています（「所

見記入用紙・評価結果（分科会案）」（様式６）参照）。また、最終頁には、「総合評価」として、

主査が認定の可否及び総評等を記入する欄を設けています。 

 

②所見を作成する前に 

    所見を作成するためには、大きく分けて以下の２つのことが必要です。 

   １）基準の理解 

     本協会の評価では、基準に照らして評価を行います。従って、基準で定めている事項を十分

に理解することが必要です。「第２章 獣医学教育に関する基準」に目を通し、必ず「獣医学

教育に関する基準」（資料１）を熟読するようにしてください。 

     なお、「『獣医学教育に関する基準』における『評価のポイント』」（資料２）は、当該教育課

程が自己点検・評価をする際の手がかりとして評価の視点ごとに「評価のポイント」を示した

資料です。従って、「評価のポイント」をもとに評価者が基準を理解することは可能ですが、

「評価のポイント」に沿って評価するのではなく、あくまで「獣医学教育に関する基準」に沿
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って評価するようにしてください。 

 

   ２）評価資料を通しての評価対象の理解 

     評価に際しては、当該教育課程がどのような目的を掲げているのか、どのような特色を持っ

ているのかを評価資料から読み取り、理解することが必要です。そのうえで、当該教育課程が

どのような教育を展開しているのか、そのためにどのような教員組織を編制しているのか、ど

のような体制・方法で学生を受け入れて学生支援を行っているのかなどを読み取ることが必

要です。そのためには、「自己点検・評価ワークシート」を熟読し、「基本情報データ集」や「添

付資料」を参照しながら、根拠に基づく評価を行うようにしてください。 

 

③所見の作成＜評価分科会主査及び委員＞ 

評価分科会主査（１名）及び委員（３名）は、「自己点検・評価ワークシート」「基本情報デー

タ集」及び添付資料に基づき、項目ごとに「評価の視点」を確認し、「本文」に沿って、当該教

育課程の取組みの状況、自らの点検・評価による改善が必要な点及び改善に向けた努力の状況の

適切性・妥当性などを検証し、その結果を「所見記入用紙・評価結果（分科会案）」（様式６）に

記入していきます。 

なお、作成した所見は６月下旬までに本協会事務局宛に電子データで提出することになりま

す。 

 

○ 書面評価の際の留意点 

書面評価を行う際には、以下の点にもご留意下さい。 

➢ 当該大学又は獣医学教育課程の設立の経緯、歴史、規模や性格の違いなどを考慮に入れな

がら、獣医学教育課程に課せられた基本的な使命及び固有の目的のそれぞれの実現に向

けて、現在どのような努力を払っているか。また、基準に照らして、必要な要件を備えて

いるか、という観点から評価を行うことを原則とすること。 

➢ 自己点検・評価活動が当該教育課程の改善・改革に果たしている役割にも注意すること。 

➢ 問題の発見に終始しないこと。また、当該分野の教育課程として、共有すべき優れた事例

であると認められるものについては、積極的に「長所」及び「特色」として取り上げるこ

と。 

➢ 他の評価者が一義的に理解できるよう、分かりやすい記述を心がけること。 

➢ 具体的な根拠を示さず、評価者の印象にすぎないような表現は避けること。そのため、記

述の根拠となる資料等がある場合、資料名称・該当頁を記載すること。 
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○  各欄への記入方法 

１）「概評」の記述 

前述の「①所見記入用紙の構成、記入欄」のとおり、「所見記入用紙・評価結果（分科会案）」

（様式６）の記述は、項目ごとに記述するものと、最終頁の総合評価に分かれています。 

「自己点検・評価ワークシート」及びその他の資料を確認し、当該教育課程の状況を基準の

項目ごとに「評価の視点」を確認し、「本文」に沿って概評を記入していきます。 

例えば、「獣医学教育に関する基準」の大項目「５ 教員・教員組織」には、２つの項目とし

て「項目１：教員組織の編制」及び「項目２：教員の資質向上等」が設定されています。概評

は、この２つの項目ごとに記述することになります。「項目１：教員組織の編制」であれば、評

価の視点 5-1～5-7 までの事項を確認し、「本文」の趣旨に沿って評価を行い、記述することに

なります。 

文字数に特に制限は設けませんが、簡潔な指摘を目指しながらも、当該教育課程の状況・特

徴が分かりやすい内容となるような記述をお願いします。また、「概評」には、続く「長所」「特

色」「検討課題」及び「是正勧告」として記述すべき点の概要を盛り込んで下さい。つまり、「長

所」「特色」「検討課題」等の記述と概評は重複するよう記述することになります。 

  

２）「長所」の記入 

長所には、社会に対して推奨できること、他大学の模範となるような優れたことを記入しま

す。特に、取組みとして成果が上がっている又は機能していることを記入します。原則として

“特記すべき点”だけに限定する必要がありますので、当該教育課程が「自己点検・評価ワー

クシート」に記述している「長所」をそのまま転記しないよう留意して下さい。 

 

３）「特色」の記入 

特色には、使命及び固有の目的に即した特色ある取組みとして評価できることを記入します。

特色の場合には、必ずしも取組みとして成果が上がっている又は機能していることではなくと

も、当該教育課程の特色として今後より一層の伸長に努めることが期待されることを記入しま

す。 

 

４）「検討課題」の記入 

検討課題は、是正勧告に相当するものではないもの、又は使命及び固有の目的の達成に向け、

一層の改善・改革の努力を促すために提示するものです。なお、評価結果において検討課題と
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して指摘を受けた当該教育課程は、評価結果を受領した４年後までに提出する「改善報告書」

において、改善に取り組んだか否かの報告（取り組んだ場合は改善状況も）を求めるものの、

それに対しどのような対応を行うかは原則として当該教育課程の判断に委ねられています。＜

下記※参照＞ 

 

５）「是正勧告」の記入 

是正勧告には、早急に改善を求める事項を記入します。 

なお、是正勧告は、指摘を受けた大学に対し、速やかにその具体的な措置を講じることを求

める事項について付されるものであり、評価結果を受領した４年後までに提出する「改善報告

書」において、改善に取り組み、改善が完了したことを報告することが義務づけられています。

＜下記※参照＞ 

 

※「検討課題」と「是正勧告」は、改善を義務づけているかどうかにおいて、その指摘の重さが異なりま

す。 

 

６）「質問事項等」の記入 

この欄に記入すべき事項は、以下のとおりです。 

・ 質問事項：事前に大学から提出された資料等を確認しても、不明な点や疑問な点について

質問を記す。 

・ 確認を希望する資料、施設等：大学から提出されている評価資料以外の資料について、確

認が必要である場合、その資料名を記す。また、事実関係を調査する上で、確認が必要と

思われる施設・設備等に限定し、施設名を記す。 

「確認を希望する資料」のうち、早急に確認が必要と思われる資料については、本協会事務

局までご連絡下さい。また、質問事項等は、個人的な興味関心に基づくものではなく、所見の

記入段階で不明な事項、記述した評価所見の事実関係を調査する上で確認が必要な事項に絞り、

大学に質問の意図が明瞭に伝わるように記述して下さい。 

 

７）「評定」の記入 

各欄への記入が一通り終わりましたら、大項目ごとに「評定」を付します。 

評定については、基準の充足状況や、固有の目的に基づき、長所の伸張や課題の解決に向け

た努力の状況の適切性・妥当性を考慮し、所見の（ ４ ３ ２ １ ）欄のいずれかの数字

に囲みをつけて下さい。 
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＜記入例＞  （ ４ ３ ２ １ ） 

 

評定を記入する際の目安については、以下を参考にして下さい。 

【評定４】 

◆ 基準で求める要素をすべて備えている上に、特に優れた点や特色ある取組みを行ってい

る。 

【評定３】 

◆ 基準で求める要素をおおむね備えている。 

【評定２】 

◆ 基準で求める要素のうち、一部が不足している。 

【評定１】 

◆ 基準で求める要素が著しく欠けている。 

 

（３）所見のまとめ及び「評価結果（分科会原案）」の作成 

事務局は、評価分科会主査及び委員全員から所見記入用紙が送付され次第、所見記入用紙の所見

を項目ごとに集約し（以下「所見のまとめ」といいます。）、遅滞なく主査及び委員に送付します。 

「評価結果（分科会原案）」の分担執筆者（分担は評価者研修セミナー時に分科会で決定）は、

送付された所見のまとめをもとに、「評価結果（分科会原案）」を作成してください。 

なお、「評価結果（分科会原案）」は、７月下旬までに事務局に提出してください。「評価結果（分

科会原案）」の分担執筆分の提出も、指定された事務局担当者のアドレスに電子メールで送信して

ください。 

 

１）評価結果（分科会原案）の作成＜評価分科会委員＞ 

所見のまとめをもとに、評価分科会の委員が分担
．．

で「評価結果（分科会原案）」をとりまとめ

ます。つまり、原則として、委員３名で６つの大項目を分担執筆することになります（※次頁の

執筆分担例をご参照ください。）。執筆を担当する部分については、評価者研修セミナーの際に審

議し、決定します。 

「評価結果（分科会原案）」の構成は、「所見記入用紙」と同じです。各欄への記入方法は、基

本的に所見の作成と同様ですので、「本章２（２）評価所見の作成」をご参照下さい。ここでは、

「評価結果（分科会原案）」を分担執筆する際に、特に留意する必要がある作業について説明し

ます。 
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＜執筆分担例＞ 

大 項 目 所 見 
評価結果（分科会原案） 

執筆担当 
提出期限 

１ 使命・目的 
A主査 

B委員 
B委員 

 

所見 

６月下旬締切 

 

評価結果 

（分科会原案） 

７月下旬締切 

 

２ 教育の内容・方法・成果 
B委員 

C委員 
B委員 

３ 教育研究等環境 
C委員 

D委員 
C委員 

４ 学生の受け入れ、支援 
B委員 

D委員 
D委員 

５ 教員・教員組織 
C委員 

D委員 
C委員 

６ 自己点検・評価 
A主査 

D委員 
D委員 

※ 評価結果（分科会原案）の執筆担当者が実地調査後の修正も担当する。 

 

 【作成上の留意点】 

○ 各欄のまとめと整理 

「概評」のまとめ 

「概評」のまとめにおいて注意しなければならないのは、単に各評価者のコメントの重複を

整理してつなげるだけではないということです。各評価者のコメントに目を通し、必要に応じ

て「自己点検・評価ワークシート」「基本情報データ集」、その他資料を改めて確認し、各コメ

ントの妥当性を吟味し、取捨選択しながら１つの「概評」をとりまとめることになります。整

理する段階で結果的に採用しないコメントもあります。場合によっては、新たな文章を書き起

こす必要が生じることもあります。 

なお、「評価結果（分科会原案）」においても、記述の根拠となった資料等の名称・該当頁は

記述しておく必要がありますので、記された資料名は削除しないで下さい。また、新たに文章

を書き起こした場合には、他の評価者が後で確認できるよう、その根拠となった資料等の名称・

該当頁を書き加えて下さい。 

 

「長所」、「特色」、「検討課題」及び「是正勧告」のまとめ 

「長所」「特色」「検討課題」及び「是正勧告」の指摘は、最終的に「評価結果」に掲載され、

「提言」として大学に提示し、公表されるものです。特に「検討課題」及び「是正勧告」に対

38



 

 

しては、改善状況の報告（「改善報告書」の提出）を求める事項になりますので、指摘すべき点

を具体的に記述することが求められます。 

各評価者からさまざまな所見が提出されますが、長所として特記すべき
．．．．．

事項、特色として特
．

記すべき
．．．．

事項、検討課題として指摘すべき
．．．．．

事項及び改善を勧告すべき
．．．．．

事項に限定して記述して

下さい。また、所見作成時と同様に、「長所」「特色」「検討課題」及び「是正勧告」の指摘内容

の概要を「概評」に記述する必要がありますので、この点も再度ご確認下さい。 

 

「質問事項等」の整理 

「質問事項等」についても整理する必要があります。当該教育課程が「何を回答すればよい

か」を的確に理解できるよう、質問の意図及び対象が明確になっているかを確認し、必要に応

じて修正を行って下さい。記述方法は所見作成時と同様、関連の深い「評価の視点」がある場

合には、その番号を文末に記すようにします。また、追加確認資料、実地調査における見学施

設の要望についても整理を行います。 

 

「評定」の記入 

「所見のまとめ」には各評価者の付した評定が列記してあります。すでに整理を行った「概

評」「長所」「特色」「検討課題」及び「是正勧告」の内容を再度確認するとともに、各評価者の

付けた評定を参考にしながら、案としての評定を付します。また、評定の目安は、所見の作成

時と同様ですので、「本章２（２）評価所見の作成」をご参照下さい。 

各評価分科会の委員は、「評価結果（分科会原案）」を執筆するにあたり、記述内容に対する

質問や意見、気づいた点や修正点等を確認する必要性が生じます。その際には、事務局担当者

までご連絡下さい。 

 

２）「総合評価（案）」の作成と提出＜評価分科会主査＞ 

所見のまとめを踏まえ、評価分科会の主査は、実地調査前に「評価結果（分科会案）」の「総

合評価（案）」を作成します。「総合評価（案）」には、「認定の可否」と「総評」の欄が設けられ

ています。 

まず、「認定の可否」の可否を判断し、（ 可  否 ）のいずれかに囲みをつけます。また、

「総評（案）」は、当該教育課程の「評価結果」（最終的に社会に公表されるもの）の冒頭に転記

されますので、その点を考慮し、次の点を盛り込んで記述して下さい。 

・ 認定の可否の理由 

・ 固有の目的の内容とその周知・検証状況 
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・ 当該教育課程の特色となる長所や、優先して取り組むべき検討課題、改善すべき勧告事項の

概要 

 

３）「評価結果（分科会原案）」の送付  

事務局は、分担執筆者から提出された「評価結果（分科会原案）」を１つのファイルに集約し、

主査及び委員に送付します。主査及び委員は、分科会当日に討議すべき点をあらかじめ把握して

おく必要があります。 

主査及び委員は「評価結果（分科会原案）」の送付から分科会開催までに時間的余裕があれば、

同原案について、電子メール等を通じた質疑応答・意見交換を行うことができます。 

 

（４）分科会の開催 

「評価結果（分科会案）」を大学に送付するため、評価内容をより精査し、同原案の検討を行う

とともに、実地調査前に主査・委員の見解をある程度統一することが必要となります。 

以下、分科会当日の具体的作業等について説明します。 

 

①会議用資料・開催時間等 

評価に必要な資料（「自己点検・評価ワークシート」「基本情報データ集」、添付資料、ハンド

ブック等）については、事務局で電子データが閲覧できる環境を準備しますので、原則として分

科会当日はご持参いただく必要はありません（本協会から送付した紙媒体の資料に各自で書き

込み等をしており、その資料が分科会で必要な際にはご持参ください。）。 

開催時間は３時間程度です。所定の時間内に終了するよう留意して下さい。なお、勤務地及び

開始時間によっては、本協会「公益財団法人大学基準協会旅費規程」に基づき前日宿泊費、当日

宿泊費を支給いたします。場合によって、ウェブ会議システムを用いたオンラインで開催するこ

とがあります。 

  

②審議について 

    分科会では、「評価結果（分科会原案）」に基づき、「評価結果（分科会案）」を作成するための

意見交換及び検討を行います。分科会を進めるにあたって、各評価者は以下の点について留意し

て下さい。 

 主査及び委員の所見の趣旨が「評価結果（分科会案）」に適切に反映されるよう、意見交換

及び検討を行う。 

 所見において、主査及び委員間で評価が大きく異なっている場合、その理由の把握に努める。 
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 各委員は、担当項目に関する「評価結果（分科会原案）」の修正・加筆・整理すべき点を把

握する。 

 実地調査における質問事項、確認すべき資料及び見学すべき施設・設備等の事項を確定する。 

 審議を終えた後、「総合評価」として、暫定的な認定の可否を検討し、決定しておく。 

 

（５）「評価結果（分科会案）」の作成について 

分担執筆者は、執筆を担当した項目について、分科会における審議の結果を適宜、「評価結果（分

科会原案）」に反映させて「評価結果（分科会案）」を作成し、分科会終了後１週間以内に事務局に

提出して下さい（提出期限は厳守）。「評価結果（分科会案）」の提出も、事務局担当者の指定され

た電子メールアドレスに送信して下さい。 

 

３ 実地調査 

書面評価を踏まえて行う実地調査に関し、具体的な作業内容、留意点、スケジュール等について説

明します。 

 

（１）目的 

本協会の評価は、書面評価及び実地調査を通じて行います。各分科会において評価を行っていく

上で、書面上からは読みとることのできない事項や書面に書かれている内容について確認が必要

な事項、分科会で是正勧告や検討課題として指摘すべきであるとした事項については、実際に大学

を訪問し確認することが必要になります。このように、実地調査には当該教育課程の教育活動の実

際を確認することを通じて、評価結果の妥当性・正確性を確保するに十分な情報、資料等を収集す

るという目的があります。 

さらに、実地調査は大学を訪問し、特色ある施設・設備や教育･研究の状況を直接確認し、当該

獣医学教育組織の長をはじめとする関係者と直接面談することで、当該教育課程の特色や教育研

究の改善・改革に対する将来に向けた改善方策を確認するという役割をも担っています。 

 

（２）参加者 

    実地調査は、原則として担当する評価分科会の評価者全員が参加します。ただし、評価者全員の

日程の調整がうまくいかない場合には、この限りではありません。参加者は、１日で当該教育課程

の置かれているキャンパスを訪問します（共同教育課程については、各大学を１日ずつ訪問しま

す。）。本協会の事務局職員も１～２名同行します。また、必要に応じて評価委員会の委員（外部有

識者）が参加することもあります。 
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    実地調査では、当該教育課程の関係者（教職員･学生）に対する面談、授業見学、施設見学及び

関連資料の閲覧調査等を行います。 

    面談に際し、当該教育課程の関係者として、部局長（もしくはその代理者）、自己点検・評価の

責任者など質問に責任を持って回答可能な教職員の出席を求めます。また、総合大学における獣医

学教育（学士課程）の評価の場合、必要に応じて、大学の長の出席を求めることがあります。 

 

（３）事前準備 

①実地調査の日程調整 

事務局は、５月中旬以降、本協会側の実地調査出席者の都合と見学を希望する授業の開講日な

どを考慮して日程調整を行います。同時に大学とも日程調整を行い、実地調査の実施日を決定し

ます。 

 

②実地調査に関する資料 

実地調査に関する以下の資料は、実地調査の 10 日前までに大学から本協会に提出されますの

で、事務局から、評価者へ転送・通知します。 

提出される資料の種類 形態 備考 

「質問事項に対する回答」及び「評価結果（分科会案）

に対する見解」が記載された「評価結果（分科会案）」

＊ 

※分科会が作成し、実地調査５週間前までに大学へ送付した「評価結果

（分科会案）」内の回答欄、見解記載欄に大学が記入して提出されます。 

電子データ（word） 

文書 

※すべての電子

データは、JUAA

クラウドの所

定フォルダに

アップロード

提出されます

ので、各評価者

はクラウドに

アクセスして

参照してくだ

さい。 

 

※資料種類に＊

のある資料（文

書）は１つのフ

ァイルに綴じ

て提出されま

すので、転送し

ます。 

回答・見解の根拠となる資料 電子データ（PDF） 

実地調査当日のスケジュール、当日開講授業一覧 

（様式７）＊ 

電子データ 

（word など） 

文書 面談出席者（全体面談・個別面談）・学生インタビュー

出席者名簿（様式８）＊ 

全体面談・個別面談・学生インタビューの席次表（様

式任意）＊ 

 

   ③面談の内容確認 

「評価結果（分科会案）」における質問事項に対する回答や「評価結果（分科会案）」に対する

大学側の見解に目を通し、概評に反映するにあたり不明な箇所等がないかを確認した上で、実地
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調査に臨んでください（必要に応じて当該大学の「自己点検・評価ワークシート」「基本情報デ

ータ集」、添付資料等も確認してください。）。なお、追加すべき質問がある場合は調査当日の打

ち合わせで検討の上、質問することができます。 

 

（４）実地調査の内容と留意点 

①実地調査スケジュール 

実地調査は以下の内容で構成され、全体のスケジュールは本協会側と大学側との協議に基づ

いて決定します。 

   ・本協会側（評価者・事務局）打ち合わせ・資料閲覧 

   ・大学関係者との面談（全体）及び（個別） 

   ・学生インタビュー 

   ・施設・設備の見学及び授業見学 

 

＜スケジュール（例）＞ 

１つの大学により設置された課程 

時間帯 所要時間 内 容 

９:30 ― 評価者・協会事務局職員 集合 

９:40～10:30 50分 協会側出席者の打ち合わせ① 

10:30～12:30 120分 施設・設備の見学、授業見学、資料閲覧 

12:30～13:30 60分 昼食 

13:30～14:30 60分 学生へのインタビュー 

14:30～15:30 60分 教職員との個別面談（必要な場合） 

15:30～17:30 120分 大学関係者との面談（全体） 

17:30～19:00 90分 協会側出席者の打ち合わせ② 

19:00 ― 実地調査終了 

 

複数の大学により設置された課程 

１日目（Ａ大学） 

時間帯 所要時間 内 容 

９:30 ― 評価者・協会事務局職員 集合 

９:40～10:30 50分 協会側出席者の打ち合わせ① 
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10:30～11:30 60分 大学関係者との面談（全体・両大学合同） 

11:30～13:30 120分 施設・設備の見学、授業見学 

13:30～14:30 60分 昼食 

14:30～15:30 60分 学生へのインタビュー 

15:30～16:30 60分 教職員との個別面談（必要な場合） 

16:30～18:00 90分 大学関係者との面談（全体） 

18:00～19:00 60分 協会側出席者の打ち合わせ② 

19:00 ― 実地調査終了 

 

２日目（Ｂ大学） 

時間帯 所要時間 内 容 

９:30 ― 評価者・協会事務局職員 集合 

９:40～10:30 50分 協会側出席者の打ち合わせ① 

10:30～12:30 120分 施設・設備の見学、授業見学 

12:30～13:30 60分 昼食 

13:30～14:30 60分 学生へのインタビュー 

14:30～15:30 60分 教職員との個別面談（必要な場合） 

15:30～17:00 90分 大学関係者との面談（全体） 

17:00～18:30 90分 協会側出席者の打ち合わせ② 

18:30 ― 実地調査終了 

 

※上記のスケジュールはあくまでも例です。プログラムや時間配分等は、分科会の要望を踏まえて変更

することができます。また、スケジュールは、当該教育課程の開講時間帯や大学の教職員の都合等に

よって、変更となる可能性があります。 

※評価者ごとにスケジュールが異なる場合もあります。例えば、評価者が複数に分かれ、一方で授業を

見学し、もう一方では資料を閲覧するという状況も考えられます。この場合は、すべての評価者が一

緒に行動するのではなく、状況によって、面談、授業見学、資料閲覧等を同時並行で進行することに

なります。 
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以下、各プログラムの具体的な内容を説明します。 

１）集合 

本協会では、実地調査の際、評価者には現地集合、現地解散での対応をお願いしています。

集合場所や時間は、あらかじめ本協会事務局から通知します。なお、本協会側出席者が集合し

た時点で、大学側と簡単な挨拶をすることがありますので、名刺をご用意ください。 

＜実地調査に伴う旅費について＞ 

・実地調査に伴う協会側出席者の旅費は本協会が負担します。後日、本協会旅費規程によ

り算出した金額を、銀行振り込み等でお支払いしますが、それまでの間お立て替えくだ

さいますようお願いします。 

・交通手段、宿泊施設等の手配は各自で行っていただきます。 

 

２）本協会側（評価者・事務局）打ち合わせ 

限られた時間の中で、評価者間で必要な情報を共有し、実地調査を有効かつ効率的に実施す

るために、また、「評価結果（分科会最終案）」の完成に向けて、「本協会側（評価者・事務局）

打ち合わせ」を複数回行います。 

 

 実地調査の開始時 

本協会側出席者が集合した時点で、実地調査を開始するに当たっての打ち合わせを行いま

す。「評価結果（分科会案）」を確認しながら面談で質問すべき事項、それらの優先順位につ

いて、面談の時間等を勘案しながら協議・決定します。なお、学生に対するインタビューで

の質問事項も同様です。見学対象の授業が複数ある場合には、どの授業を見学するかについ

ても検討します。 

 

 実地調査の終了時 

実地調査終了時に、調査の結果を踏まえた打ち合わせを行います。具体的には、大学関係

者との面談、学生インタビュー、資料・データ等の閲覧、収集等の結果を踏まえ、明らかに

なったことを確認し、「評価結果（分科会案）」の修正等について打ち合わせを行います。ま

た、最終的に「評価結果（分科会最終案）」に記載する認定の可否について、評価分科会と

しての判断を検討します。 

 

３）大学関係者との面談（全体） 

実地調査前に本協会側から送付した「質問事項」及び「質問事項への回答」、「評価結果（分
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科会案）に対する見解」に基づいて、当該教育課程の教学責任者、自己点検・評価の責任者等

と面談を行います。 

大学関係者との面談では、大学と評価者が情報共有し、相互に理解することを目的としてい

ます。そのため、まず冒頭において、固有の目的や特色ある取組み、教育課程・内容等の概要

について、大学側がプレゼンテーションを行います。その後、プレゼンテーションに対する質

疑応答も含め、面談を実施します。 

面談では、協会側出席者、大学側出席者、双方が資料に予め目を通していることを前提とし、

新たに確認すべき点などについて議論します。さらに、検討課題等の指摘がある場合、大学自

身がその原因をどのようにとらえ、今後どのような対応策をとろうとしているかを確認するこ

とが必要です。 

なお、大学関係者との面談に際して、主査及び委員は、「評価結果（分科会案）」及びその総

評の修正を担当するため、必要な情報については各自でメモを取っておいてください。 

 

＜共同教育課程を評価する分科会のみ＞ 

共同教育課程を評価する場合には、各大学における全体面談に加え、協会側出席者と両大学

の大学関係者が一堂に会した全体面談を行います。この面談では、共同教育課程としての使命・

目的や教育上の特長、運営上の工夫等について大学側よりプレゼンテーションを行っていただ

くほか、両大学に共通する質疑応答及び意見交換を行います。 

なお、この面談については、最初に訪問する大学で実施し、当該大学関係者及び協会側出席

者は対面、もう一方の大学側出席者はオンラインで参加すること等が考えられます。 

 

４）教職員との個別面談 

夏に開催する分科会で実施の必要性について検討します。分科会での審議の結果、個別面談

の実施が必要であると判断された場合、あらかじめ面談の対象者に関する要望を大学側に連絡

します。これをもとに、大学側が面談対象者を選出し、個別に面談を行います（多くの場合、

教職員を対象とした個人面談ではなく、属性を指定してのグループ面談で行います。）。 

教職員との個別面談に際しては、面談を受けた教職員がその発言によって不利な状況になら

ないよう、評価者は質問内容等に十分ご配慮ください。 

 

５）学生へのインタビュー 

当該教育課程の学生（５～６名程度、学年、性別などを考慮して大学側が選定します。）を対

象にインタビュー（面談）を行います。インタビューは、学生等と本協会側出席者だけで行い、
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大学側の教職員は同席しません。必要に応じ、面談を行う学生等の経歴や履修科目の内容など

の情報を提供するよう、大学側に要請することができます。 

なお、本インタビューは、あくまでも評価の参考として行うものです。 

 

６）施設・設備見学 

当該教育課程の教育活動や学生生活に関連する施設・設備の見学を行います。見学する施設・

設備は、事前に送付している「評価結果（分科会案）」に記載している見学を希望する施設・設

備をもとに調整されていますので、当日は大学側関係者の案内に従って見学します。 

なお、予め大学側に伝えた施設・設備以外でも、評価者が見学すべきと考える施設があれば、

大学側と調整の上で、見学することができます。 

 

７）授業見学 

実地調査では、当該教育課程の教育・研究指導の状況を把握するために、授業見学を行いま

す。実地調査期間中に開講している授業はすべて見学の対象になりますので、実地調査期間中

は、本協会側出席者はこれらの授業を自由に見学できるものとします。 

ひとつの授業を複数の評価者で同時に見学する場合もありますし、同じ時間帯に複数の授業

が行われている場合には、評価者が分かれて見学する場合もあります。 

なお、授業見学に際し、評価者は授業の妨げとならないよう留意してください。 

 

８）資料の閲覧 

「自己点検・評価ワークシート」の添付資料として挙がっていたにもかかわらず、事前に十

分確認できなかったもの、追加の提出を求めた資料のうち実地調査時に確認することとなった

ものを閲覧し、懸案となっていた事項について、資料の内容を確認します。また、厳格な成績

評価が行われているか、単位の認定は予めシラバスに記載されている基準に沿って公正に行わ

れているかなどを見るため、必要に応じて成績評価関係の資料も確認します。 

資料は原則として本協会側控室に用意するように依頼しますが、当該大学側の都合により、

別室に用意されることもあります。資料は、実地調査期間中いつでも閲覧できるように依頼し

ます。ただし、成績評価関係資料等、一部の資料においては、その内容に配慮し、決められた

時間帯でのみ閲覧可能なものもあります。 

 

（５）「評価結果（分科会最終案）」の完成 

「評価結果（分科会原案）」の分担執筆者は、実地調査において意見交換や確認を行った事項に
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基づいて、「評価結果（分科会案）」の分担項目を修正します。主査は「総評」を修正してください。

特に、「質問事項への回答」及び「評価結果（分科会案）に対する見解」を重視し、実地調査時に

おける見聞を含めて修正を行ってください。 

修正した「評価結果（分科会案）」は、実地調査終了後１週間以内に事務局まで提出してくださ

い。 

修正された「評価結果（分科会案）」をひとつにまとめ、主査が最終的に確認し、「評価結果（分

科会最終案）」の完成となります。 

 

４ 評価委員会における審議 

評価分科会でとりまとめた「評価結果（分科会最終案）」をもとに、評価委員会が「評価結果」を

作成します。下記に示す（１）から（３）の過程を経て「評価結果」の精度を高め、最終的な「評価

結果」を作成します。 

 

（１）評価結果（素案）の作成 

「評価結果（分科会最終案）」完成後、事務局が同評価結果の記述を「評価結果」（様式 13）の書

式に転記し、「評価結果（素案）」を作成します。これを評価委員会の正・副委員長に送付します。 

 

（２）評価結果（委員長案）の作成 

「評価結果（素案）」は、11月までに正・副委員長で内容を検討します。修正指示等が示された

場合、事務局がその指示に従って修正を行い、「評価結果（委員長案）」となります。 

 

（３）評価結果（委員会案）の作成と委員会での説明 

12 月上旬頃に評価委員会を開催し、「評価結果（委員長案）」の検討を行います。評価分科会主

査は、原則として同委員会に出席し、「評価結果（委員長案）」の内容等について説明します。 

同委員会における検討結果を反映させて「評価結果（委員会案）」を作成します。完成した「評

価結果（委員会案）」は、大学に送付します。 

 

（４）評価結果の確定 

大学から「評価結果（委員会案）」に対する意見申立があった場合には、２月上旬に開催される

評価委員会において、その対応を審議します。本委員会で検討した意見申立への対応に基づき「評

価結果（委員会案）」を修正し、「評価結果（案）」として完成させます。その後、本協会の理事会

において審議し、承認されれば「評価結果」が確定します。 
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「評価結果」が確定すると、本協会は大学に同結果を送付するとともに、本協会ホームページ等

を通じて社会へ公表します。 

なお、「評価結果」において、最終的に基準に適合していないと判定された大学は、判定に対し

異議申立をすることができます。大学より異議申立がなされた場合は、異議申立審査会において、

その申立内容について審査を行います。 

 

５ 評価者倫理 

本協会の評価に従事する評価委員会委員及び各評価分科会主査・委員は、当該分野の教育課程の質

的向上及び教育・研究の改善に貢献することを使命とし、公正誠実な評価活動を行うことが求められ

ます。 

当該評価を申請する大学名及び教育組織名は申請取り下げ期限である４月末以降に、評価結果及

び評価者名簿は評価終了後に公表します。また、「自己点検・評価ワークシート」や「基本情報デー

タ集」等の評価に関わる資料の公表については、各大学の判断に委ねています。したがって評価者も、

各大学が提出した資料については、評価以外の目的に使用することのないよう、また、正当な理由な

く外部に情報が漏れることがないよう留意してください。特に、添付資料の中には、個人情報を含む

ものもあるため、その取り扱いには十分留意してください。これらのことから、評価終了後には、添

付資料を本協会に必ず返却してください。添付資料は本協会が責任をもって処分します。 

  また、評価者には、評価対象大学との関係において、社会から評価の客観性に疑義をもたれること

のないよう、特段の留意が求められます。 

  なお、評価者倫理に関しては、「公益財団法人大学基準協会 第三者評価の公正な実施に関する規

程」、「公益財団法人大学基準協会 個人情報の保護に関する規程」も併せて参照してください。 
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獣医学教育に関する基準について 

 

（1）獣医学教育に関する基準は、大学基準協会（以下「本協会」という。）が平成９年２

月 28日付で改定した基準をもとに、学士課程における獣医学教育の質の維持及び向

上を図るとともに、現在の学士課程における獣医学教育の現状、国際的な獣医学教育

の水準を視野に、分野別評価を行うために設定したものである。 

 

（2）獣医学は基礎となる学理の展開を図る基礎分野、動物の疾患の成り立ちを究める病態

分野、獣医学の社会への展開を図る応用分野及び獣医療を目的とした学理の展開を図

る臨床分野から構成される。また、基礎分野及び病態分野では演繹論的要素、応用分

野では技術論的要素、臨床分野では経験論的要素を重視しつつ、四分野が一体となっ

た総合学として展開される。 

 

（3）本基準が対象とする獣医学教育を行う課程（学士課程）においては、獣医師として

飼育動物に関する診療及び衛生指導その他の獣医事をつかさどることにより、動物の

保健衛生、公衆衛生の向上及び畜産業の発達、さらには人類と動物の福祉に貢献する

人材を養成する使命がある。また、獣医師には、ライフサイエンス等の動物科学分野

を広く探求し、社会に貢献する使命もあることから、獣医学に関する知識及び技能を

授け、あわせてその実践能力を展開させ、獣医学に求められる社会的使命を遂行し、

生涯にわたって自己の資質向上に努めることのできる人材を養成することが必要であ

る。 

 

（4）本協会は、大学が教育研究の適切な水準の維持・向上を図るための指針として、大

学評価の基準である「大学基準」をはじめ、諸基準の設定・改定を行ってきた。本基

準は、「大学基準」を頂点とする本協会諸基準の中に位置づけられるものである。 

 

（5）獣医学教育に関する基準は、以下の６つの大項目により構成されている。 

１ 使命・目的 

３ 教育研究等環境 

５ 教員・教員組織 

２ 教育の内容・方法・成果 

４ 学生の受け入れ・支援 

６ 自己点検・評価 

 

（6）本基準の各大項目は、「本文」及び「評価の視点」により構成されている。 

「本文」は、その大項目の趣旨を定めたもので、獣医学教育（学士課程）に共通に課

せられた基本的な使命を果たし、さらに獣医学の教育研究を担う組織（以下、「獣医学
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教育組織」という。）が独自に設けた目的を実現するために必要な内容を示している。 

「評価の視点」は、「本文」の趣旨を踏まえ、①各大学の獣医学教育組織が自己点検・

評価活動を行う際、②本協会の評価者が獣医学教育（学士課程）の評価を行う際、それ

ぞれが依拠すべきポイントを個別的に示したものである。個々の「評価の視点」を解釈

し、適用するにあたっては、必ず「本文」によってその趣旨を理解し、相互の連関性等

に十分な注意を払うことが求められる。 

 

（7）各評価の視点の評価内容は「概評」に記述するとともに、以下の表に従い、必要に応

じて「提言」として取り上げる。 

提言の種類 内容 

長  所 
・目的を実現するための取組みとして成果が上がっている、又は十分に

機能している場合 

特  色 
・<長所>として取り上げるには当たらないものの、成果が将来的に期待で

きる又は目的に即した個性的な取組みとして評価できる場合 

是正勧告 ・改善を図るべき特に重大な問題がある場合 

検討課題 

・<是正勧告>には相当しないものの、改善を図るべき問題がある場合 

・特色の伸長を図るために改善その他さらなる取組みが必要と判断され

る場合 

 

（8）本基準に適合しているか否かの最終的な判定は、「是正勧告」の状況を総合的に判断し

て行う。具体的には、「是正勧告」の内容を検討した結果、獣医学教育（学士課程）と

しての質に重大な問題があると判断された場合、本基準に適合していないと判定され

ることとなる。 
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獣医学教育に関する基準 

 

昭和 22 年 12 月 15 日決定 

昭和 28 年４月 21 日改定 

昭和 61 年６月 23 日改定 

平成９年２月 2８日改定 

平成 28 年５月 23 日改定 

令和５年２月 21 日改定 

 

１ 使命・目的 

＜獣医学の使命及び獣医学教育（学士課程）の使命・目的＞ 

獣医学、すなわち動物医学は、生物学に基礎をおく応用科学であり、人類と動物の福祉に

貢献することを使命とする。また、獣医学教育（学士課程）によって輩出される人材は、獣

医師として飼育動物に関する診療及び衛生指導その他の獣医事をつかさどることにより、

動物衛生と公衆衛生の向上及び畜産業の発達に貢献する使命がある（獣医師法第１条）。さ

らに、獣医師には、ライフサイエンス等の動物科学分野を広く探求し社会に貢献する使命も

ある。 

獣医学教育（学士課程）の目的は、上記の使命を果たすため、獣医学に関する知識及び技

能を授け、合わせてその実践能力を展開させ、獣医学に求められる社会的使命を遂行し、生

涯にわたり自己の資質の向上に努めることのできる人材を養成することである。その教育

を行うにあたっては、特に以下の点に留意する必要がある。 

１）基礎分野と病態分野の教育においては、生命科学分野（ライフサイエンス分野）の

全般を俯瞰し、応用及び臨床分野へと繋げていく能力の開発と養成を図ること。 

２）応用分野の教育においては、広く社会の要請（ニーズ）に応える応用技術を開発し、

社会貢献（福祉）の観点からその発展を推進する能力の開発を図ること。 

３）臨床分野の教育においては、生命原理に基づく獣医療の実践教育のみならず動物

福祉を目的とした社会科学的教育にも重点をおくこと。 

４）常に課題を探求し、自ら学ぶ姿勢の涵養に努めること。 

５）生命観・倫理観の涵養に努めること。 

６）人類を取り巻く環境の意義の認識に努めること。 

７）国際感覚及び社会的な教養を備えた人材の養成に努めること。 

 

＜各獣医学教育組織における獣医学教育（学士課程）の目的＞ 

上記に基づき、各獣医学教育組織は、当該獣医学教育（学士課程）を設置する大学の理念・

目的を踏まえながら、それぞれ独自に獣医学教育（学士課程）の目的を策定し、養成すべき
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人材像を明らかにすることが求められる。また、こうした目的は、教職員及び学生のみなら

ず、広く社会一般に対しても公表しなければならない。 

 

○ 評価の視点 

項目 評価の視点 

使命・目的 1-1 獣医学教育（学士課程）の使命・目的及び当該獣医教育（学士課

程）を設置する大学の理念・目的を踏まえ、養成すべき人材像を

明らかにした獣医学教育（学士課程）の目的を独自に設定してい

ること。 

1-2 獣医学教育（学士課程）の目的を教職員及び学生に周知し、かつ

広く社会一般に公表していること。 
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２ 教育の内容・方法・成果 

＜学位授与方針、教育課程の編成・実施方針＞ 

各獣医学教育組織は、自ら掲げる獣医学教育（学士課程）の目的に基づき、修得すべき知

識・技能・態度など、獣医学（学士）の学位にふさわしい学位授与方針（ディプロマ・ポリ

シー）を定め、公表しなければならない。また、学位授与方針に基づき、教育課程の編成・

実施方針（カリキュラム・ポリシー）を定め、公表しなければならない。 

 

＜教育課程の編成＞ 

各獣医学教育組織は、獣医学の教育課程の編成にあたって、教育課程の編成・実施方針に

基づき、獣医学を構成する各分野の基本的な知織を学生が偏りなく修得できるものとしな

ければならない。 

獣医学の専門授業科目は、獣医学を構成する各分野について、全大学において共通となる

最低限必要な知識・技術を修得させる基本授業科目（コア科目）と、大学の特徴を活かし、

各大学が独自に設定する専修授業科目（アドバンス科目）からなる。各分野別の基本授業科

目に関しては、獣医学モデル・コア・カリキュラムの内容に留意して編成・実施することが

望まれる。アドバンス科目の設定においては、当該獣医学教育組織が掲げる目的に基づいた

特色あるものであることが望まれる。 

 獣医学教育（学士課程）では、社会で活躍しうる実践的能力を涵養するために、総合参加

型臨床実習を課さなければならない。また、学生自らが課題を探求し解決する能力や、課題

解決の過程と結果を社会に対し論理的に説明する能力など、獣医師としての資質を涵養す

るために、特別研究（卒業研究）を課すことが望ましい。さらに、獣医師の社会的責務を体

得させるとともに、実地教育の一層の充実を期するために、各大学の実情に応じて適当と認

められる範囲の実地研修（インターンシップ）を課すことが望ましい。 

 

＜教育の実施＞ 

獣医学教育（学士課程）は、講義のほか実験、実習、演習あるいは研究等を含む授業科目

を体系的に配置して、必修又は選択履修させるものとする。特に実習については、その役割

を重視し、全員体験型の実習を実施することが望ましい。そのための十分な指導体制と時間

を確保するとともに、実習の効果的な実施の時期を定めることが必要である。このため、学

生が授業科目を体系的に履修できるような配慮（カリキュラムツリー又はカリキュラムマ

ップなどの整備）も重要である。 

 獣医学教育組織は、学生が、授業科目ごとの学習目的や授業内容等を把握できるシラバス

を作成し、教員も全科目の教授内容等を共有できるようにすることが必要である。 

 

＜総合参加型臨床実習体制の整備・臨床能力向上のための教育＞ 
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 獣医学教育（学士課程）において総合参加型臨床実習を実施するためには、共用試験によ

る客観的な手法で学生の学力を事前に評価するとともに、同実習の管理運営を行うための

体制を整備する必要がある。そして、卒業後に獣医師としての責務を適切に果たせるように

十分な知識・技能・態度を修得させ臨床能力の向上を図ることができる内容としなければな

らない。 

 

＜成績評価・卒業認定＞ 

 獣医学教育（学士課程）では、科目ごとにあらかじめ示された適切な成績評価基準・方法

で成績評価を行う必要がある。また、成績評価に関しては、学生からの問い合わせ等に対応

する仕組みを整備する必要がある。 

 卒業に際しては、適切な要件を設定したうえで、獣医学教育組織が定めた学位授与方針及

び学位授与の手続に従い、学位授与を適切に行わなければならない。 

 

＜教育成果の検証＞ 

 獣医学教育（学士課程）においては、学位授与方針に示した知識・技能・態度等の学習成

果を学生が修得したことを把握・分析することが必要である。 

また、獣医学は複数の分野を横断する学際的学問分野であることから、獣医学を修めた卒

業生は、臨床や公衆衛生分野などにとどまらず社会において多様な活躍が期待される。一方

で、獣医学教育は社会からの負託を受けている専門教育であり、獣医学教育の充実と発展に

おける使命と役割を担っていることから、卒業生の進路状況・活躍状況を把握・分析するこ

とも必要となる。 

以上を踏まえ、獣医学教育（学士課程）では、教育上の成果を検証するとともに、その結

果を教育内容・方法の改善に活用することが肝要である。 

 

○ 評価の視点 

項目 評価の視点 

学位授与方針

及び教育課程

の編成・実施

方針 

2-1 獣医学教育（学士課程）の目的に基づき、修得すべき知識・技

能・態度など期待する学習成果を明示した学位授与方針を策定

していること。また、これを踏まえて教育課程の体系、教育内

容、授業科目区分、授業形態等を明示した教育課程の編成・実

施方針を策定していること。 
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 2-2 学位授与方針及び教育課程の編成・実施方針を教職員及び学

生に周知し、かつ広く社会一般に公表していること。 

教育課程の編

成 

2-3 教育課程の編成・実施方針に基づき、次に掲げる事項を踏ま

え、獣医師として求められる基本的な知識・技能・態度を養

成するための教育課程を体系的に編成していること。 

（１）獣医学教育モデル・コア・カリキュラムの内容を網羅し

たコア科目を適切に配置していること。 

（２）獣医学教育（学士課程）の目的に基づいたアドバンス科

目を適切に配置していること。 

（３）獣医師としての資質を涵養するために特別研究（卒業研

究）を課していること。 

（４）獣医師の社会的責務を体得させ、実地教育の一層の充実

を期するために実地研修（インターンシップ）を課してい

ること。 

教育の実施 2-4 教育課程を実施するにあたって、効果的な授業形態や方法が

用いられていること。 

2-5 教員の監督・指導のもと、適正に実習を実施していること。 

2-6 動物死体を活用した解剖学教育及び病理学教育を適正に実施し

ていること。 

2-7 学生が授業科目を体系的に履修できるよう、履修指導を適切に

行っていること。 

2-8 授業の目的、到達目標及び授業概要等が明示されたシラバスを

作成し、それに基づいた授業を行っていること。 

総合参加型臨 2-9 総合参加型臨床実習の管理運営体制が整備されていること。 
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床実習体制の

整備 
2-10 総合参加型臨床実習の指導教員の条件が明示され、必要な教

員が配置されていること。また、必要な病院専任獣医師、研

修獣医師、動物看護師等の支援スタッフが配置されているこ

と。 

臨床能力向上

のための教育 

2-11 臨床実習開始前に学生の知識・技能・態度の評価を行い、総

合参加型臨床実習を行う学生の質の担保を図っていること。 

2-12 患畜の安全に配慮しつつ、臨床能力の向上のための教育カリ

キュラムを整備していること。 

2-13 附属獣医学教育病院等において、総合参加型臨床実習等のた

めに十分な数の患畜（症例）を診察していること。 

2-14 総合参加型臨床実習に際して、獣医療行為に関する教育が行

われていること。 

2-15 卒業時の臨床能力が明示され、総合参加型臨床実習において

修得した能力を評価するシステムを有し、臨床能力を担保し

ていること。 

成績評価・卒

業認定 

 

2-16 成績評価の基準・方法を適切に設定し、あらかじめ学生に明

示していること。 

2-17 設定された成績評価の基準・方法により、成績評価を公正か

つ厳格に実施していること。 

2-18 進級判定基準を設定・明示し、適切な評価・判定を行ってい

ること。 

2-19 成績評価の公正性・厳格性を担保するために、学生からの成

績評価に関する問い合わせ等に対応する仕組みを整備し、か

つ、学生に対して明示していること。また、その仕組みを適
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切に運用していること。 

2-20 学位授与方針に基づき、公正かつ厳格な卒業認定を行ってい

ること。 

教育成果の検

証 

2-21 学生の学習成果、卒業者の進路状況等を把握・分析し、教育上

の成果を検証していること。 

2-22 検証した結果を教育内容・方法の改善に活用していること。 
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３ 教育研究等環境 

＜獣医学教育の実施に必要な施設・設備、附属施設の整備＞ 

 獣医学教育（学士課程）に関わる施設・設備は、教育上の必要性とともに、獣医学におけ

る研究成果の生物産業への展開など獣医学に対する社会的要請への対応と、動物福祉、先端

医療等の地域社会における大学の使命も考慮して整備しなければならない。 

以上を踏まえ、各獣医学教育組織は、獣医学教育（学士課程）に必要な講義室、実習・実

験室、研究室等の施設・設備を整備するほか、獣医学の教育研究に必要な質・量ともに十分

な学術情報資料を系統的に集積し、学生の学習、教員の教育研究活動等に資するよう整備す

るとともに、その効果的な利用を促進する必要がある。また、各獣医学教育組織は、獣医学

教育上、特に必要性を有する附属施設として、獣医学教育病院（動物病院、動物医療センタ

ー、獣医臨床センター）を設置しなければならない。さらに、獣医学教育病院は、獣医学教

育（学士課程）に資するだけでなく、地域の中核となる専門病院（地域獣医師及び住民への

指導的役割を果たす施設）としての機能のほかに、卒後教育の場として活用することが望ま

しい。 

一方、各獣医学教育組織は、地域の条件や大学の置かれている状況を考慮し、可能な限り、

大学ごとに特徴ある施設及び大学間共同利用施設を設置することが望ましい。 

各獣医学教育組織が選択して設置することが望ましい施設については、例えば、専門に特

化した研修センターなどが考えられる。これらの施設については、大学間で相互利用できる

よう積極的な対応を図ることが望ましい。また、各獣医学教育組織はその設置にあたって、

既に設置されている施設と重複しないよう考慮することが望ましい。 

 

＜各種実験・研究・診療活動に関する環境整備＞ 

獣医学教育（学士課程）においては、実験動物を飼養する施設を整備し、適正な動物実験

を実施しなければならない。これらの環境整備にあたっては、「動物の愛護及び管理に関す

る法律」及び「実験動物の飼養及び保管並びに苦痛の軽減に関する基準」を遵守するととも

に、所轄官庁の「動物実験等の実施に関する基本指針」及び日本学術会議が策定した「動物

実験の適正な実施に向けたガイドライン」に従って、国際的に広く普及している３Ｒ 

(Replacement、Reduction、Refinement) の原則を尊重する必要がある。 

また、研究倫理や研究・診療活動の不正防止に関する規定を明文化し、これらに関わる

教育を行うとともに、適切な組織のもと研究倫理の遵守を図り、適切に研究・診療活動を

実施することが必要である。 

 

＜国際性を踏まえた教育環境の整備＞ 

獣医学教育組織は国際感覚及び社会的な教養を備えた者を育成するため、学生の海外派

遣、英語による授業、外国人教員の雇用等を積極的に行うなど、グローバル化に対応した環
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境を構築することが望ましい。 

 

○ 評価の視点 

項目 評価の視点 

獣医学教育の

実施に必要な

施設・設備 

3-1 獣医学教育の実施に必要な教育施設・設備を適切に整備してい

ること。 

3-2 獣医学教育及び研究に必要な学術情報資料を整備し、学生及び

教員が適切に情報を入手できるよう対応していること。 

3-3 附属獣医学教育病院の施設・設備を総合参加型臨床実習等の

教育に活用できるよう整備していること。 

附属施設の整

備 

3-4 獣医学教育（学士課程）の特徴を生かした施設を設置し、教

育研究に活用していること。 

各種実験・研

究・診療活動

に関する環境

整備 

3-5 動物実験倫理・動物福祉に配慮した実験動物の飼養に関する施

設・設備を整備していること。 

3-6 動物実験を行うにあたり、倫理・福祉に配慮した動物実験に

関する学内規則・管理マニュアル等を整備し、監督指導する

委員会を設置していること。 

3-7 病原体等利用実験に関わる法律等に基づいた学内規則・管理マ

ニュアル等を整備し、監督指導する委員会を設置しているこ

と。 

3-8 遺伝子組換え実験に関わる法律等に基づいた学内規則・管理マ

ニュアル等を整備し、監督指導する委員会を設置しているこ

と。 
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3-9 研究倫理や研究・診療活動の不正防止に関する規定を明文化

し、適切な組織のもとでこれらを遵守するよう取り組んでいる

こと。 

国際性を踏ま

えた教育環境

の整備 

3-10 国際感覚と社会的な教養を備えた獣医師を養成するための環

境を整備していること。 
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４ 学生の受け入れ・支援 

＜学生の受け入れ方針、入学者選抜の実施、定員管理＞ 

各獣医学教育組織は、獣医学教育（学士課程）の目的を達成するにふさわしい適性を備え

た学生を受け入れることが求められる。そのためには、まずもって明確な学生の受け入れ方

針（アドミッション・ポリシー）を設定し、公表しなければならない。さらに、入学者の選

抜にあたっては、学生の受け入れ方針に従い、その方法を大学の責任において定め、獣医学

を修めるにふさわしい入学者を効果的に選ぶことができるように配慮する必要がある。ま

た、獣医学においては、学校推薦型選抜、総合型選抜、編入型選抜等により、多様な志願者

層に対して積極的に門戸を開くことが望ましい。また、適正な教育環境を保証するために、

定員管理に努めなければならない。 

 

＜学生支援＞ 

学生の生活支援として、心身の健康、保健衛生等に係る相談等に適切に対応するためにカ

ウンセリング等の指導相談体制を整備し、学生の生活環境への配慮が必要である。また、学

生が快適で安全な学生生活を送れるよう、学生の人権に配慮し、ハラスメントの防止を図る

必要がある。 

修学支援としては、学生の自主的な学習を促進させるさまざまな支援を行うことのほか、

学生の能力に応じた補習・補充教育の実施が重要である。また、障がいのある学生、留学生

など多様な学生に対する修学支援等の充実を図り、学生生活の安定のために大学独自の奨

学金その他の支援制度を整備し、これらを担う組織を設け、適切に運用しなければならない。 

さらに、進路支援として、進路支援に関する組織体制を整備して、進路選択に関わる指導・

ガイダンスを適切に実施する必要がある。 

 

○ 評価の視点 

項目 評価の視点 

学生の受け入

れ方針、入学

者選抜の実施 

4-1 学位授与方針及び教育課程の編成・実施方針を踏まえて学生の

受け入れ方針を定め、求める学生像や入学者に求める水準等の

判定方法等を明確にしていること。 

4-2 学生の受け入れ方針に基づき、入学者の適性を的確かつ客観的

に評価するための選抜方法・手続等を設定していること。 

4-3 学生の受け入れ方針や選抜方法・手続等をあらかじめ公表して

64



 

いること。 

4-4 入学者選抜を責任ある実施体制のもとで、適切かつ公正に実

施していること。 

定員管理 4-5 入学定員に対する入学者数及び収容定員に対する在籍学生数を

適正に管理していること。 

学生支援 4-6 学生生活に関する相談・支援体制を整備し、適切に支援してい

ること。 

4-7 適切な支援体制のもと、学生の自主的な学習を促進させるよう

取り組み、学生の能力に応じた補習・補充教育を実施している

こと。 

4-8 適切な支援体制のもと、多様な学生が学習を行っていくための

支援を実施していること。 

4-9 適切な支援体制のもと、進路選択・キャリア形成に関する相談・

支援を実施していること。 
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５ 教員・教員組織 

＜教員組織の編制＞ 

 獣医学の教育研究活動は、教育組織の構成員の主体的・組織的な取り組みによって実施さ

れなければならない。そのために、各獣医学教育組織は、教育の目的を最も効果的に達成で

きる教員を配置するとともに、施設・設備及びその他の諸条件を備え、これを適切に管理運

営する必要がある。また、その際は、教員及び職員が協働し、組織的な連携を図ることも肝

要である。 

 教育の単位は、講座又は研究分野と必ずしも同じである必要はない。広範な領域にわたる

獣医学教育（学士課程）を限られた時間のなかで効率よく行うため、最も適した制度を検討

し、講座又は研究分野の枠にこだわらない教育単位を編成することが望ましい。また、それ

ぞれの教育単位ごとに、各授業科目の内容に重複又は欠落が生じないよう考慮して、授業科

目と担当教員を決定する必要がある。以上に基づき、学位授与方針及び教育課程の編成・実

施方針を踏まえ、教員組織の編制方針を定めることが必要である。 

 獣医学に関わる教育組織の教員数は、学生入学定員数を 30～140 名とした場合、68～79

名以上とすることが望ましい。なお、この教員は明らかに獣医学教育が主務と見なせる教員

とする。また、このほか学内外で各種の実務についている獣医師及び獣医学に関連する分野

の専門家を活用することが望ましい。教員の配置にあたっては、持続可能性や多様性に配慮

することが望まれる。 

 獣医学教育組織は、十分な教育研究能力や専門的知識・経験を備えた教員を任用するため、

透明性のある手続等を定め、その公正な運用に努めることが必要である。 

 

＜教員の資質向上等＞ 

教員は、教育と研究、社会貢献に努め、研究活動を基盤とした水準の高い教育を実施しな

ければならない。教員の資格判定に際しては、獣医学の教育と研究の両面にわたる業績、獣

医療の実践経験、学会や社会における活動に十分考慮する必要がある。また、教員はその資

質向上を図るために、組織的かつ多面的にＦＤ活動等に取り組まなければならない。 

 

○ 評価の視点 

項目 評価の視点 

教員組織の編

制 

5-1 獣医学教育（学士課程）を支える教員組織の編制方針を策

定していること。 
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 5-2 獣医学教育（学士課程）を支える教員組織の編制方針に基

づき、教育研究活動の実施に必要な教員を分野ごとに適正

に配置していること。 

5-3 コア科目及びアドバンス科目を実施するにあたり、適正な

担当者を配置していること。 

5-4 学生数に対する教員の比率が適切であること。 

5-5 持続可能性や多様性（性別、国籍等）に配慮して教員組織

が適切に編制されていること。 

5-6 獣医学研究を遂行し、将来の獣医学研究を担う人材育成に

資する研究力を有していること。 

5-7 教員の募集・採用・昇任を適切に行っていること。 

教員の資質向

上等 

5-8 教員の資質向上を図るための体制を整備し、組織的な研修

及び研究を定期的に実施していること。 

5-9 基幹教員の教育活動、研究活動、組織運営、社会との関係

の形成・社会貢献等について、適切に把握・評価している

こと。 
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６ 自己点検・評価 

＜自己点検・評価、結果に基づく教育研究活動の改善・向上＞ 

獣医学教育組織は、教育、研究及び技術の質的向上を図らねばならない。全ての教員はこ

れを十分認識し、不断に自己点検・評価を行い、獣医学教育のさらなる発展のための改善に

努めなくてはならない。そのため、教育、研究、実践経験、学会や社会における活動の各事

項に留意した点検・評価を行い、個人、獣医学教育組織の各単位における自己点検・評価の

体制を整備することが必要である。 

各獣医学教育組織は、自己点検・評価と任意の第三者評価を定期的に実施することにより、

自己改善を目指した自律的な教育の質保証体制を構築しなければならない。 

獣医学教育組織が、我が国における獣医師国家試験の受験資格を授与し、獣医学教育の国

際的な水準を維持するという社会的責務を担っている点に鑑み、自己点検・評価だけでなく、

第三者による客観的な評価を受けることが必要である。 

 

＜情報公開＞ 

 各獣医学教育組織は、自己点検・評価の結果等のほか、目的に基づいて定めた方針（学位

授与方針、教育課程の編成・実施方針、学生の受け入れ方針）、教育内容・方法、卒業認定

や学位授与に関する様々な教育情報について、教職員、学生等の学内構成員に対して広く周

知するとともに、ウェブサイト、大学案内等を通じて社会一般にも広く明らかにすることが

必要である。 

 

○ 評価の視点 

項目 評価の視点 

自己点検・評

価 

6-1 組織的な自己点検・評価に関する体制を整備していること。 

6-2 教育研究活動について組織的・継続的な自己点検・評価を行

っていること。 

6-3 学外の有識者による第三者評価を受けていること。 

68



 

結果に基づく

教育研究活動

の改善・向上 

6-4 自己点検・評価及び第三者評価の結果を教育研究活動の改

善・向上に結びつけていること。 

情報公開 6-5 自己点検・評価及び第三者評価の結果を含む獣医学教育（学

士課程）に関するさまざまな教育情報について適切に公表

し、社会に対する説明責任を果たしていること。 
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（資料２） 

「獣医学教育に関する基準」における「評価のポイント」について 

 

＜「評価のポイント」の作成経緯＞ 

 獣医学教育評価を実施するにあたり、評価基準として「獣医学教育に関する基準」を定めてい

ます。同基準を用いて、獣医学教育評価を実施するとともに、評価を申請する獣医学教育を行う

課程（学士課程）は自らの取組みを点検し、評価する（自己点検・評価）ことになります。 

 その際に、より実質的な自己点検・評価を行えるよう、評価基準に関して獣医学教育組織にお

ける具体的な取組みをイメージするための手がかりとなるキーワードを示す必要があると考えま

した。 

 こうした経緯から、「獣医学教育に関する基準」には含まれないものの、自己点検・評価活動を

促進するための資料として「評価のポイント」を作成しました。各獣医学教育組織においては、

以下の概要・留意点を参照し、「点検・評価報告書」の作成にあたって、根拠資料を伴った適切な

説明を行うよう心掛けてください。 

 

＜「評価のポイント」の概要＞ 

・「評価のポイント」は、「獣医学教育に関する基準」における「評価の視点」に対応して作成して

います。そのため、次頁からの資料では、便宜上、「獣医学教育に関する基準」の「本文」「評価

の視点」を示したうえで、「評価のポイント」を表示しています。 

・「評価のポイント」は、作成経緯に鑑みて、各獣医学教育組織が自己点検・評価を実施し、その

結果を報告書に取りまとめる際に、説明する必要がある最低限の事項を示しています。 

 

＜自己点検・評価の際の留意点＞ 

・「評価のポイント」で示している事項は、「点検・評価報告書」の作成にあたり最低限必要な情

報になります。従って、「評価のポイント」に示された事項のみを記述しても、それは当該獣医

学教育組織の現状を説明するには十分ではありません。各獣医学教育組織においては、それぞ

れに教育活動等の工夫を行い、特色ある取組みを展開していることから、これらの活動につい

ては、各自の判断で自己点検・評価に加えていく必要があります。 

・自己点検・評価の結果を報告書として執筆する際には、実証的な記述を心掛ける必要がありま

す。そのためには、現在の取組みを単に列記するのではなく、論理的に説明すること、実際の

教育活動等で使用している根拠資料を示すことが重要になります。各獣医学教育組織によって

資料は異なりますので、「評価のポイント」を参考に適した根拠資料を提示してください。 
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１ 使命・目的 

＜獣医学の使命及び獣医学教育（学士課程）の使命・目的＞ 

獣医学、すなわち動物医学は、生物学に基礎をおく応用科学であり、人類と動物の福祉に貢献す

ることを使命とする。また、獣医学教育（学士課程）によって輩出される人材は、獣医師として

飼育動物に関する診療及び衛生指導その他の獣医事をつかさどることにより、動物衛生と公衆衛

生の向上及び畜産業の発達に貢献する使命がある（獣医師法第１条）。さらに、獣医師には、ライ

フサイエンス等の動物科学分野を広く探求し社会に貢献する使命もある。 

獣医学教育（学士課程）の目的は、上記の使命を果たすため、獣医学に関する知識及び技能を授

け、合わせてその実践能力を展開させ、獣医学に求められる社会的使命を遂行し、生涯にわたり

自己の資質の向上に努めることのできる人材を養成することである。その教育を行うにあたって

は、特に以下の点に留意する必要がある。 

１）基礎分野と病態分野の教育においては、生命科学分野（ライフサイエンス分野）の全般

を俯瞰し、応用及び臨床分野へと繋げていく能力の開発と養成を図ること。 

２）応用分野の教育においては、広く社会の要請（ニーズ）に応える応用技術を開発し、社

会貢献（福祉）の観点からその発展を推進する能力の開発を図ること。 

３）臨床分野の教育においては、生命原理に基づく獣医療の実践教育のみならず動物福祉を

目的とした社会科学的教育にも重点をおくこと。 

４）常に課題を探求し、自ら学ぶ姿勢の涵養に努めること。 

５）生命観・倫理観の涵養に努めること。 

６）人類を取り巻く環境の意義の認識に努めること。 

７）国際感覚及び社会的な教養を備えた人材の養成に努めること。 

 

＜各獣医学教育組織における獣医学教育（学士課程）の目的＞ 

上記に基づき、各獣医学教育組織は、当該獣医学教育（学士課程）を設置する大学の理念・目

的を踏まえながら、それぞれ独自に獣医学教育（学士課程）の目的を策定し、養成すべき人材像

を明らかにすることが求められる。また、こうした目的は、教職員及び学生のみならず、広く社

会一般に対しても公表しなければならない。 

 

○ 評価の視点 

項目 評価の視点 評価のポイント 

使命・目的 1-1 獣医学教育（学士課程）の使

命・目的及び当該獣医教育（学

士課程）を設置する大学の理

・獣医学教育（学士課程）の目的

の明確性と適切性 

・目的における独自性と多様性の

71



 

念・目的を踏まえ、養成すべき

人材像を明らかにした獣医学

教育（学士課程）の目的を独自

に設定していること。 

視点 

・設置する大学の理念・目的との

連関性 

1-2 獣医学教育（学士課程）の目的

を教職員及び学生に周知し、

かつ広く社会一般に公表して

いること。 

・目的の周知・公表方法 

・周知活動の効果の把握 
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２ 教育の内容・方法・成果 

＜学位授与方針、教育課程の編成・実施方針＞ 

各獣医学教育組織は、自ら掲げる獣医学教育（学士課程）の目的に基づき、修得すべき知識・

技能・態度など、獣医学（学士）の学位にふさわしい学位授与方針（ディプロマ・ポリシー）を定

め、公表しなければならない。また、学位授与方針に基づき、教育課程の編成・実施方針（カリキ

ュラム・ポリシー）を定め、公表しなければならない。 

 

＜教育課程の編成＞ 

各獣医学教育組織は、獣医学の教育課程の編成にあたって、教育課程の編成・実施方針に基づ

き、獣医学を構成する各分野の基本的な知織を学生が偏りなく修得できるものとしなければなら

ない。 

獣医学の専門授業科目は、獣医学を構成する各分野について、全大学において共通となる最低

限必要な知識・技術を修得させる基本授業科目（コア科目）と、大学の特徴を活かし、各大学が

独自に設定する専修授業科目（アドバンスト科目）からなる。各分野別の基本授業科目に関して

は、獣医学モデル・コア・カリキュラムの内容に留意して編成・実施することが望まれる。アド

バンスト科目の設定においては、当該獣医学教育組織が掲げる目的に基づいた特色あるものであ

ることが望まれる。 

 獣医学教育（学士課程）では、社会で活躍しうる実践的能力を涵養するために、総合参加型臨

床実習を課さなければならない。また、学生自らが課題を探求し解決する能力や、課題解決の過

程と結果を社会に対し論理的に説明する能力など、獣医師としての資質を涵養するために、特別

研究（卒業研究）を課すことが望ましい。さらに、獣医師の社会的責務を体得させるとともに、

実地教育の一層の充実を期するために、各大学の実情に応じて適当と認められる範囲の実地研修

（インターンシップ）を課すことが望ましい。 

 

＜教育の実施＞ 

獣医学教育（学士課程）は、講義のほか実験、実習、演習あるいは研究等を含む授業科目を体

系的に配置して、必修又は選択履修させるものとする。特に実習については、その役割を重視し、

全員体験型の実習を実施することが望ましい。そのための十分な指導体制と時間を確保するとと

もに、実習の効果的な実施の時期を定めることが必要である。このため、学生が授業科目を体系

的に履修できるような配慮（カリキュラムツリー又はカリキュラムマップなどの整備）も重要で

ある。 

 獣医学教育組織は、学生が、授業科目ごとの学習目的や授業内容等を把握できるシラバスを作

成し、教員も全科目の教授内容等を共有できるようにすることが必要である。 

 

＜総合参加型臨床実習体制の整備・臨床能力向上のための教育＞ 
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 獣医学教育（学士課程）において総合参加型臨床実習を実施するためには、共用試験による客

観的な手法で学生の学力を事前に評価するとともに、同実習の管理運営を行うための体制を整備

する必要がある。そして、卒業後に獣医師としての責務を適切に果たせるように十分な知識・技

能・態度を修得させ臨床能力の向上を図ることができる内容としなければならない。 

 

＜成績評価・卒業認定＞ 

 獣医学教育（学士課程）では、科目ごとにあらかじめ示された適切な成績評価基準・方法で成

績評価を行う必要がある。また、成績評価に関しては、学生からの問い合わせ等に対応する仕組

みを整備する必要がある。 

 卒業に際しては、適切な要件を設定したうえで、獣医学教育組織が定めた学位授与方針及び学

位授与の手続に従い、学位授与を適切に行わなければならない。 

 

＜教育成果の検証＞ 

 獣医学教育（学士課程）においては、学位授与方針に示した知識・技能・態度等の学習成果を

学生が修得したことを把握・分析することが必要である。 

また、獣医学は複数の分野を横断する学際的学問分野であることから、獣医学を修めた卒業生

は、臨床や公衆衛生分野などにとどまらず社会において多様な活躍が期待される。一方で、獣医

学教育は社会からの負託を受けている専門教育であり、獣医学教育の充実と発展における使命と

役割を担っていることから、卒業生の進路状況・活躍状況を把握・分析することも必要となる。 

以上を踏まえ、獣医学教育（学士課程）では、教育上の成果を検証するとともに、その結果を

教育内容・方法の改善に活用することが肝要である。 

 

○ 評価の視点 

項目 評価の視点 評価のポイント 

学位授与

方針及び

教育課程

の編成・実

施方針 

2-1 獣医学教育（学士課程）の目的

に基づき、修得すべき知識・技

能・態度など期待する学習成果

を明示した学位授与方針を策

定していること。また、これを

踏まえて教育課程の体系、教育

内容、授業科目区分、授業形態

等を明示した教育課程の編成・

・学位授与方針の策定 

・学位授与方針における修得すべき

知識・技能・態度など（臨床能力

を含む）期待する学習成果の明示 

・教育課程の編成・実施方針の策定 

・獣医学教育（学士課程）の目的と

学位授与方針の整合性 

・学位授与方針と教育課程の編成・

実施方針の整合性 

74



 

実施方針を策定していること。 

2-2 学位授与方針及び教育課程の

編成・実施方針を教職員及び学

生に周知し、かつ広く社会一般

に公表していること。 

・学位授与方針及び教育課程の編

成・実施方針の周知・公表方法 

・周知・公表方法の効果の把握 

教育課程

の編成 

2-3 教育課程の編成・実施方針に基

づき、次に掲げる事項を踏ま

え、獣医師として求められる基

本的な知識・技能・態度を養成

するための教育課程を体系的

に編成していること。 

（１）獣医学教育モデル・コア・

カリキュラムの内容を網

羅したコア科目を適切に

配置していること。 

（２）獣医学教育（学士課程）の

目的に基づいたアドバン

スト科目を適切に配置し

ていること。 

（３）獣医師としての資質を涵

養するために特別研究（卒

業研究）を課しているこ

と。 

（４）獣医師の社会的責務を体

得させ、実地教育の一層の

充実を期するために実地

研修（インターンシップ）

を課していること。 

・教育課程の編成・実施方針に沿っ

た適切な授業科目の体系的な配

置 

・独自の教育カリキュラムの編成

とその適切性 

・獣医師育成に向けた各大学の特

色ある講義・実習 

・「モデル・コア・カリキュラム」と

「アドバンスト・カリキュラム」

の適切な配置 

・講義とそれに関連した実習の連

動性 

・リサーチマインドの涵養に配慮

した教育課程の編成 

・学生の獣医師としての多様なキ

ャリアパスを意識した科目の設

定 

教育の実 2-4 教育課程を実施するにあたっ
・講義、実験、演習、実習など科目

に応じた授業形態 
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施 て、効果的な授業形態や方法が

用いられていること。 

・アクティブラーニング講義、問題

基盤型学習（ＰＢＬ）、体験学習、

実験、臨床実習、インターンシッ

プ、海外派遣、遠隔授業や WEB

を活用した学習、研究室配属、学

会等での研究発表など、多彩な教

育方法の採用 

・共同教育課程においては、遠隔講

義、学生移動、教員移動など教育

方法の工夫とその効果 

2-5 教員の監督・指導のもと、適正

に実習を実施していること。 

・受講者数に対して適正な数の教

員の配置 

・TA・SA の配置 

2-6 動物死体を活用した解剖学教育

及び病理学教育を適正に実施し

ていること。 

・動物種（小動物、産業動物、鳥類

等）ごとの実施状況 

・解剖学教育における代替法の利

用とその効果 

2-7 学生が授業科目を体系的に履修

できるよう、履修指導を適切に

行っていること。 

・カリキュラムの体系性、学生が修

得すべき知識・技能との関連性を

可視化する仕組み（例えば、カリ

キュラムマップの策定など） 

2-8 授業の目的、到達目標及び授業

概要等が明示されたシラバスを

作成し、それに基づいた授業を

行っていること。 

・時間割の明示 

・適切な内容で構成されたシラバ

スの整備及び明示 

・シラバスの記載内容を改善する

仕組み 

・授業内容とシラバスとの整合性

の確保 

総合参加

型臨床実

習体制の

整備 

2-9 総合参加型臨床実習の管理運

営体制が整備されていること。 

・総合参加型臨床実習の管理運営

体制 

・総合参加型臨床実習に関するマ

ニュアルの整備 

・飼い主への説明と同意書の取得 

2-10 総合参加型臨床実習の指導教
・総合参加型臨床実習の指導教員
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員の条件が明示され、必要な教

員が配置されていること。ま

た、必要な病院専任獣医師、研

修獣医師、動物看護師等の支援

スタッフが配置されているこ

と。 

の要件（例えば、臨床経験年数や

専門性など）の明確化 

・総合参加型臨床実習を担当して

いる指導教員数及び臨床教員、病

院専任獣医師、支援スタッフ（研

修獣医師、動物看護師）等の数 

臨床能力

向上のた

めの教育 

2-11 臨床実習開始前に学生の知識・

技能・態度の評価を行い、総合

参加型臨床実習を行う学生の

質の担保を図っていること。 

・臨床実習開始前に達成すべき基

本的知識・技能・態度の到達目標

の設定とその評価 

・臨床実習開始前の共用試験

（vetCBT、vetOSCE）の利用 

・共用試験の成績の把握 

2-12 患畜の安全に配慮しつつ、臨床

能力の向上のための教育カリ

キュラムを整備していること。 

・臨床実習用シラバスの整備及び

明示 

・臨床実習の内容 

・臨床実習の形態 

2-13 附属獣医学教育病院等におい

て、総合参加型臨床実習等のた

めに十分な数の患畜（症例）を

診察していること。 

・学生１人あたりの症例数、ハンズ

オン実習として係わった症例数

等に配慮した実習時間の設定・実

施 

・十分な症例数を経験できなかっ

た際の補完教育の実施 

2-14 総合参加型臨床実習に際して、

獣医療行為に関する教育が行

われていること。 

・学生が行う獣医療行為に関する

ガイドラインの策定 

・学内・学外実習先の施設利用マニ

ュアルに基づく教育 

・個人情報保護等に関する講義や

セミナーの実施及びその時期 

・実習に際しての学生の保険加入

状況 
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2-15 卒業時の臨床能力が明示され、

総合参加型臨床実習において

修得した能力を評価するシス

テムを有し、臨床能力を担保し

ていること。 

・臨床実習を通じて修得すべき基

本的知識・技能・態度の到達目標

の設定とその評価 

成績評価・

卒業認定 

 

2-16 成績評価の基準・方法を適切に

設定し、あらかじめ学生に明示

していること。 

・シラバスや学部要覧等における

成績評価基準・方法の明示 

2-17 設定された成績評価の基準・方

法により、成績評価を公正かつ

厳格に実施していること。 

・成績の告知方法 

・臨床基礎実習等を含む成績評価 

・成績分布等を用いた成績評価の

妥当性の検証（例えば、ＧＰＡの

活用など） 

2-18 進級判定基準を設定・明示し、

適切な評価・判定を行っている

こと。 

・進級判定基準の内容と周知方法 

・進級判定のプロセス 

・関連委員会・教授会における進級

判定の実績 

・留年者及び退学者等の状況 

2-19 成績評価の公正性・厳格性を担

保するために、学生からの成績

評価に関する問い合わせ等に

対応する仕組みを整備し、か

つ、学生に対して明示している

こと。また、その仕組みを適切

に運用していること。 

・学生への成績評価の開示 

・学生からの成績評価に対する問

い合わせ制度（不服申し立てを含

む）の整備、周知、運用 

2-20 学位授与方針に基づき、公正か

つ厳格な卒業認定を行ってい

ること。 

・修得すべき知識・技能・態度など

期待する学習成果を踏まえた卒

業認定の基準、方法の明示 

・卒業認定における公平性・厳格性

の担保 
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教育成果

の検証 

2-21 学生の学習成果、卒業者の進路

状況等を把握・分析し、教育上の

成果を検証していること。 

・学生の学習成果（修得すべき知

識・技能・態度など期待する学習

成果の達成状況）の把握・分析 

・卒業生の進路及び活動状況（例え

ば、国家試験合格状況、大学院進

学の状況等）の把握・分析 

・把握・分析結果を踏まえた教育成

果の検証 

2-22 検証した結果を教育内容・方法

の改善に活用していること。 

・検証結果を活用したカリキュラ

ムや授業内容・教育方法の改善事

例 
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３ 教育研究等環境 

＜獣医学教育の実施に必要な施設・設備、附属施設の整備＞ 

 獣医学教育（学士課程）に関わる施設・設備は、教育上の必要性とともに、獣医学における研

究成果の生物産業への展開など獣医学に対する社会的要請への対応と、動物福祉、先端医療等の

地域社会における大学の使命も考慮して整備しなければならない。 

以上を踏まえ、各獣医学教育組織は、獣医学教育（学士課程）に必要な講義室、実習・実験室、

研究室等の施設・設備を整備するほか、獣医学の教育研究に必要な質・量ともに十分な学術情報

資料を系統的に集積し、学生の学習、教員の教育研究活動等に資するよう整備するとともに、そ

の効果的な利用を促進する必要がある。また、各獣医学教育組織は、獣医学教育上、特に必要性

を有する附属施設として、獣医学教育病院（動物病院、動物医療センター、獣医臨床センター）

を設置しなければならない。さらに、獣医学教育病院は、獣医学教育（学士課程）に資するだけ

でなく、地域の中核となる専門病院（地域獣医師及び住民への指導的役割を果たす施設）として

の機能のほかに、卒後教育の場として活用することが望ましい。 

一方、各獣医学教育組織は、地域の条件や大学の置かれている状況を考慮し、可能な限り、大

学ごとに特徴ある施設及び大学間共同利用施設を設置することが望ましい。 

各獣医学教育組織が選択して設置することが望ましい施設については、例えば、専門に特化し

た研修センターなどが考えられる。これらの施設については、大学間で相互利用できるよう積極

的な対応を図ることが望ましい。また、各獣医学教育組織はその設置にあたって、既に設置され

ている施設と重複しないよう考慮することが望ましい。 

 

＜各種実験・研究・診療活動に関する環境整備＞ 

獣医学教育（学士課程）においては、実験動物を飼養する施設を整備し、適正な動物実験を実

施しなければならない。これらの環境整備にあたっては、「動物の愛護及び管理に関する法律」及

び「実験動物の飼養及び保管並びに苦痛の軽減に関する基準」を遵守するとともに、所轄官庁の

「動物実験等の実施に関する基本指針」及び日本学術会議が策定した「動物実験の適正な実施に

向けたガイドライン」に従って、国際的に広く普及している３Ｒ (Replacement、Reduction、

Refinement) の原則を尊重する必要がある。 

また、研究倫理や研究・診療活動の不正防止に関する規定を明文化し、これらに関わる教育を

行うとともに、適切な組織のもと研究倫理の遵守を図り、適切に研究・診療活動を実施すること

が必要である。 

 

＜国際性を踏まえた教育環境の整備＞ 

獣医学教育組織は国際感覚及び社会的な教養を備えた者を育成するため、学生の海外派遣、英

語による授業、外国人教員の雇用等を積極的に行うなど、グローバル化に対応した環境を構築す

ることが望ましい。 
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○ 評価の視点 

項目 評価の視点 評価のポイント 

獣医学教

育の実施

に必要な

施設・設

備 

3-1 獣医学教育の実施に必要な教

育施設・設備を適切に整備し

ていること。 

・講義室、実習・実験室、研究室、

スキルスラボ等の獣医学教育

に必要な施設・設備の整備 

・談話室、自習室、コンピュータ

室等の学生の自学自習に必要

な施設・設備の整備 

3-2 獣医学教育及び研究に必要な

学術情報資料を整備し、学生

及び教員が適切に情報を入手

できるよう対応しているこ

と。 

・図書館の整備 

・獣医学教育及び研究に必要な

学術情報資料の集積 

・効果的な利用の促進 

3-3 附属獣医学教育病院の施設・

設備を総合参加型臨床実習

等の教育に活用できるよう

整備していること。 

・診察室、処置室、検査室、入院

室、カンファレンスルーム等

の必要な施設・設備の整備 

・獣医学教育病院を活用した教

育の実施状況 

・施設・設備が不足している場

合の補完 

・卒後教育の場としての活用 

附属施設

の整備 

3-4 獣医学教育（学士課程）の特

徴を生かした施設を設置し、

教育研究に活用しているこ

と。 

・専門に特化した研修センター

等（例えば、公衆衛生研修セン

ター、野生動物臨床研修セン

ター、毒性安全研修センター、

獣医熱帯病研修センター等）

の設置と利用状況 

・附属施設における研究等への

学生の参画 

各 種 実

験・研究・

診療活動

3-5 動物実験倫理・動物福祉に配

慮した実験動物の飼養に関す

る施設・設備を整備している

・飼育室、準備室、保管・管理室

など動物施設の整備 

・飼育環境の適切な管理 

・実験の審査体制・教育訓練体
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に関する

環境整備 

こと。 制の整備と適切な実施 

3-6 動物実験を行うにあたり、倫

理・福祉に配慮した動物実験

に関する学内規則・管理マニ

ュアル等を整備し、監督指導

する委員会を設置している

こと。 

・動物実験に関する学内規則・

管理マニュアル等の整備 

・動物実験を監督指導する委員

会の設置と活動状況 

3-7 病原体等利用実験に関わる法

律等に基づいた学内規則・管

理マニュアル等を整備し、監

督指導する委員会を設置し

ていること。 

・病原体等利用実験に関する学

内規則・管理マニュアル等の

整備 

・病原体等利用実験を監督指導

する委員会の設置と活動状況 

3-8 遺伝子組換え実験に関わる法

律等に基づいた学内規則・管

理マニュアル等を整備し、監

督指導する委員会を設置し

ていること。 

・遺伝子組換え実験に関する学

内規則・管理マニュアル等の

整備 

・遺伝子組換え実験を監督指導

する委員会の設置と活動状況 

3-9 研究倫理や研究・診療活動の

不正防止に関する規定を明文

化し、適切な組織のもとでこ

れらを遵守するよう取り組ん

でいること。 

・研究倫理や研究・診療活動の

不正防止に関する規程の整備 

・関連する委員会等の組織の設

置と活動状況 

国際性を

踏まえた

教育環境

の整備 

3-10 国際感覚と社会的な教養を備

えた獣医師を養成するための

環境を整備していること。 

・グローバル人材の育成に向け

た取組み（例えば、海外の諸機

関との連携、教育・研究成果の

国際的な発信など） 
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４ 学生の受け入れ・支援 

＜学生の受け入れ方針、入学者選抜の実施、定員管理＞ 

各獣医学教育組織は、獣医学教育（学士課程）の目的を達成するにふさわしい適性を備えた学

生を受け入れることが求められる。そのためには、まずもって明確な学生の受け入れ方針（アド

ミッション・ポリシー）を設定し、公表しなければならない。さらに、入学者の選抜にあたって

は、学生の受け入れ方針に従い、その方法を大学の責任において定め、獣医学を修めるにふさわ

しい入学者を効果的に選ぶことができるように配慮する必要がある。また、獣医学においては、

学校推薦型選抜、総合型選抜、編入型選抜等により、多様な志願者層に対して積極的に門戸を開

くことが望ましい。また、適正な教育環境を保証するために、定員管理に努めなければならない。 

 

＜学生支援＞ 

学生の生活支援として、心身の健康、保健衛生等に係る相談等に適切に対応するためにカウン

セリング等の指導相談体制を整備し、学生の生活環境への配慮が必要である。また、学生が快適

で安全な学生生活を送れるよう、学生の人権に配慮し、ハラスメントの防止を図る必要がある。 

修学支援としては、学生の自主的な学習を促進させるさまざまな支援を行うことのほか、学生

の能力に応じた補習・補充教育の実施が重要である。また、障がいのある学生、留学生など多様

な学生に対する修学支援等の充実を図り、学生生活の安定のために大学独自の奨学金その他の支

援制度を整備し、これらを担う組織を設け、適切に運用しなければならない。 

さらに、進路支援として、進路支援に関する組織体制を整備して、進路選択に関わる指導・ガ

イダンスを適切に実施する必要がある。 

 

○ 評価の視点 

項目 評価の視点 評価のポイント 

学生の受

け入れ方

針、入学者

選抜の実

施 

4-1 学位授与方針及び教育課程の編

成・実施方針を踏まえて学生の

受け入れ方針を定め、求める学

生像や入学者に求める水準等の

判定方法等を明確にしているこ

と。 

・学生の受け入れ方針の策定 

・学生の受け入れ方針におけ

る求める学生像、入学者に

求める水準等の判定方法の

明示 

4-2 学生の受け入れ方針に基づき、

入学者の適性を的確かつ客観的

に評価するための選抜方法・手

・学生募集方法と入学者選抜

方法の適切性 

・多様な人材に修学の機会を

83



 

続等を設定していること。 与える視点 

・入学者選抜における入学者

の学力の担保 

4-3 学生の受け入れ方針や選抜方

法・手続等をあらかじめ公表し

ていること。 

・学生の受け入れ方針及び選

抜方法・手続の募集要項や

ホームページ、説明会等を

通じた公表方法 

4-4 入学者選抜を責任ある実施体

制のもとで、適切かつ公正に実

施していること。 

・入学者選抜の組織体制 

・入学者選抜の手続の明確化 

・入学者選抜の公正性を確保

するための仕組み 

定員管理 4-5 入学定員に対する入学者数及び

収容定員に対する在籍学生数を

適正に管理していること。 

・以下の比率や動向を注視し

た適正な定員管理 

 ‣入学定員に対する入学者

数比率 

 ‣収容定員に対する在籍学

生数比率 

学生支援 4-6 学生生活に関する相談・支援体

制を整備し、適切に支援してい

ること。 

・獣医学教育（学士課程）の対

象となる学生に対するカウ

ンセリング等の相談・支援 

・学内外の実習等におけるハ

ラスメント防止のための体

制の整備・対応 

4-7 適切な支援体制のもと、学生の

自主的な学習を促進させるよう

取り組み、学生の能力に応じた

補習・補充教育を実施している

こと。 

・予習・復習等の相談・支援 

・成績不振者への指導体制 

・スキルスラボの活用 

4-8 適切な支援体制のもと、多様な

学生が学習を行っていくための

支援を実施していること。 

・障がいのある学生、留学生な

ど多様な学生に対する修学

支援 

・獣医学教育（学士課程）の対

象となる学生に対する経済
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的支援 

4-9 適切な支援体制のもと、進路選

択・キャリア形成に関する相談・

支援を実施していること。 

・獣医学教育（学士課程）の対

象となる学生に対する進路

選択・キャリア形成に関す

る相談・支援 
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５ 教員・教員組織 

＜教員組織の編制＞ 

 獣医学の教育研究活動は、教育組織の構成員の主体的・組織的な取り組みによって実施されな

ければならない。そのために、各獣医学教育組織は、教育の目的を最も効果的に達成できる教員

を配置するとともに、施設・設備及びその他の諸条件を備え、これを適切に管理運営する必要が

ある。また、その際は、教員及び職員が協働し、組織的な連携を図ることも肝要である。 

 教育の単位は、講座又は研究分野と必ずしも同じである必要はない。広範な領域にわたる獣医

学教育（学士課程）を限られた時間のなかで効率よく行うため、最も適した制度を検討し、講座

又は研究分野の枠にこだわらない教育単位を編成することが望ましい。また、それぞれの教育単

位ごとに、各授業科目の内容に重複又は欠落が生じないよう考慮して、授業科目と担当教員を決

定する必要がある。以上に基づき、学位授与方針及び教育課程の編成・実施方針を踏まえ、教員

組織の編制方針を定めることが必要である。 

 獣医学に関わる教育組織の教員数は、学生入学定員数を 30～140名とした場合、68～79名以上

とすることが望ましい。なお、この教員は明らかに獣医学教育が主務と見なせる教員とする。ま

た、このほか学内外で各種の実務についている獣医師及び獣医学に関連する分野の専門家を活用

することが望ましい。教員の配置にあたっては、持続可能性や多様性に配慮することが望まれる。 

 獣医学教育組織は、十分な教育研究能力や専門的知識・経験を備えた教員を任用するため、透

明性のある手続等を定め、その公正な運用に努めることが必要である。 

 

＜教員の資質向上等＞ 

教員は、教育と研究、社会貢献に努め、研究活動を基盤とした水準の高い教育を実施しなけれ

ばならない。教員の資格判定に際しては、獣医学の教育と研究の両面にわたる業績、獣医療の実

践経験、学会や社会における活動に十分考慮する必要がある。また、教員はその資質向上を図る

ために、組織的かつ多面的にＦＤ活動等に取り組まなければならない。 

 

○ 評価の視点 

項目 評価の視点 評価のポイント 

教員組織

の編制 

5-1 獣医学教育（学士課程）を支

える教員組織の編制方針を

策定していること。 

・教育課程との連動や教育研究を

推進するうえで必要となる教員

をどのように配置するかという

考え方 

・教員に求める能力・資質の設定

（選考基準） 
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5-2 獣医学教育（学士課程）を支

える教員組織の編制方針に

基づき、教育研究活動の実施

に必要な教員を分野ごとに

適正に配置していること。 

・編制方針に沿った教員の配置 

・教授、准教授、講師、助教の適切

な比率と配置 

・各分野（導入・基礎、病態、応用、

臨床（小動物・産業動物））への

教員の適切な配置 

・総合参加型臨床実習に必要な資

質・要件を持つ教員の配置 

5-3 コア科目及びアドバンスト

科目を実施するにあたり、適

正な担当者を配置している

こと。 

・コア科目への基幹教員の配置状

況 

・各科目に関連する研究業績又は

専門職経験を有する担当者の配

置 

5-4 学生数に対する教員の比率

が適切であること。 

・学生数に対する教員の比率を踏

まえた教育体制の適切性 

5-5 持続可能性や多様性（性別、

国籍等）に配慮して教員組織

が適切に編制されているこ

と。 

・女性教員、外国人教員の比率、年

齢構成、獣医師免許保有状況等

に対する配慮 

5-6 獣医学研究を遂行し、将来の

獣医学研究を担う人材育成

に資する研究力を有してい

ること。 

・研究に対する考え方（方針）の明

示 

・研究成果の教育への活用 

・研究に対する第三者からの評価 

5-7 教員の募集・採用・昇任を適

切に行っていること。 

・教員の任用に関する規程の整備 

・教員人事の手続における透明性

と適切性の担保 

・公募制、任期制等の教員の活動

を活性化させる仕組みの導入 

教員の資

質向上等 

5-8 教員の資質向上を図るため

の体制を整備し、組織的な研

修及び研究を定期的に実施

・教育内容・方法等の改善を目的

とした研修及び研究（ＦＤ等※）

を組織的に行う体制 
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していること。 ・教育内容・方法等の改善を目的

とした研修及び研究（ＦＤ等※）

の活動実績 

※大学運営に係る教職員に対する

研修（ＳＤ）、教育補助者（TA

等）に対する研修などの仕組み

を含む 

5-9 基幹教員の教育活動、研究活

動、組織運営、社会との関係

の形成・社会貢献等につい

て、適切に把握・評価してい

ること。 

・各教員の講義負担・実習負担の

把握 

・教員個人による教育研究活動等

に対する自己点検・評価の実施 

・教員個人による教育研究活動等

の自己点検・評価結果の公表 

・教員の教育研究活動評価システ

ムの構築・実施 
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６ 自己点検・評価 

＜自己点検・評価、結果に基づく教育研究活動の改善・向上＞ 

獣医学教育組織は、教育、研究及び技術の質的向上を図らねばならない。全ての教員はこれを十

分認識し、不断に自己点検・評価を行い、獣医学教育のさらなる発展のための改善に努めなくて

はならない。そのため、教育、研究、実践経験、学会や社会における活動の各事項に留意した点

検・評価を行い、個人、獣医学教育組織の各単位における自己点検・評価の体制を整備すること

が必要である。 

各獣医学教育組織は、自己点検・評価と任意の第三者評価を定期的に実施することにより、自己

改善を目指した自律的な教育の質保証体制を構築しなければならない。 

獣医学教育組織が、我が国における獣医師国家試験の受験資格を授与し、獣医学教育の国際的

な水準を維持するという社会的責務を担っている点に鑑み、自己点検・評価だけでなく、第三者

による客観的な評価を受けることが必要である。 

 

＜情報公開＞ 

 各獣医学教育組織は、自己点検・評価の結果等のほか、目的に基づいて定めた方針（学位授与

方針、教育課程の編成・実施方針、学生の受け入れ方針）、教育内容・方法、卒業認定や学位授与

に関する様々な教育情報について、教職員、学生等の学内構成員に対して広く周知するとともに、

ウェブサイト、大学案内等を通じて社会一般にも広く明らかにすることが必要である。 

 

○ 評価の視点 

項目 評価の視点 評価のポイント 

自己点検・

評価 

6-1 組織的な自己点検・評価に関す

る体制を整備していること。 

・組織レベル・個人レベルでの

自己点検・評価のための体制

構築 

6-2 教育研究活動について組織的・

継続的な自己点検・評価を行っ

ていること。 

・教員の教育研究活動評価を

踏まえた組織的な自己点検・

評価の実施 

・定期的な自己点検・評価の実

施 

6-3 学外の有識者による第三者評価

を受けていること。 

・機関別認証評価や法人評

価、分野別評価（国際認証

等）の第三者評価の申請と

評価結果の受領 
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結果に基づ

く教育研究

活 動 の 改

善・向上 

6-4 自己点検・評価及び第三者評価

の結果を教育研究活動の改善・

向上に結びつけていること。 

・自己点検・評価及び第三者評

価の結果に基づく当該獣医

学教育組織の活動全般に関

する改善・向上を図るための

計画の策定 

・獣医学教育組織の活動全般

に関する改善・向上を図るた

めの計画の実行及び具体的

な改善 

情報公開 6-5 自己点検・評価及び第三者評価

の結果を含む獣医学教育（学士

課程）に関するさまざまな教育

情報について適切に公表し、社

会に対する説明責任を果たして

いること。 

・自己点検・評価及び第三者評

価の結果の公表 

・説明責任を果たすための情

報公開における工夫 

・獣医学教育（学士課程）のウ

ェブサイトの整備 

・ウェブサイトの定期的な更

新 
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（資料３） 

獣医学教育評価における教員の定義について 

 

獣医学教育が主務と見なせる教員（獣医学に関わる教育組織の教員数に算入できる教員）

の種類とその定義 

職  名 定  義 

基幹教員 
（１）教育課程の編成その他の学部の運営について責任を担う教員(助

手を除く。) であって、当該教育課程に係る主要授業科目を担当

する教員(専ら当該大学の教育研究に従事するものに限る。) 又

は１年につき８単位以上の当該教育課程に係る授業科目を担当

する教員を基幹教員という。 

 

（２）基幹教員のうち、専ら当該大学の教育研究に従事する教員であ 

って、獣医学科（もしくは獣医学課程）のみに算入される者につ

いては、獣医学教育が主務と見なせる教員として、本評価基準に

おける獣医学に関わる教育組織の教員数に算入できる。なお、専

ら教養科目等を担当する基幹教員及び助手については、本評価基

準における獣医学に関わる教育組織の教員数に算入できない。 

 

（３）基幹教員のうち、複数の学部（他の大学若しくは専門職大学に置

かれる学部又は短期大学に置かれる学科を含む。）において、そ

れぞれ８単位以上の教育課程に係る授業科目を担当する者につ

いては、獣医学教育モデル・コア・カリキュラムの講義科目又は

実習科目に相当する１科目につき総コマ数の２／３を超える時

間数を担当している場合に、獣医学教育が主務と見なせる教員と

して、本評価基準における獣医学に関わる教育組織の教員数に算

入できる。  

 

（４）学科制（もしくは課程制）を採用していない大学にあって、かつ

上記の算入が困難な場合は、個々の教員が受け持つ獣医学生のた

めの授業時間の総授業時間に対する割合から、明らかに獣医学教

育が主務と見なせる教員の数を申告する。 

兼担教員 
（１）他の学部・学科（もしくは課程）・附属施設（研究センター等）

等に基幹教員として所属する者を兼担教員という。本評価では、

モデル･コア・カリキュラム科目に相当する１科目につき総コマ

数の２／３を超える時間数を担当している者を「兼担教員１」と

し、それ以下のコマ数を担当する教員を「兼担教員２」とする。 

 

（２）「兼担教員１」は、獣医学教育が主務と見なせる教員として、本

評価基準における獣医学に関わる教育組織の教員数に算入でき
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（資料３） 

るが、「兼担教員２」は算入できない。 

兼任教員 

（いわゆる非

常勤講師） 

（１）非常勤として当該学科（もしくは課程）の授業を担当する者又は

当該大学が時間雇用や、時限の研究費で雇用する教員を兼任教員

（非常勤講師）という。 

 

（２）兼任教員（非常勤講師）は本評価基準における獣医学に関わる教

育組織の教員数に算入できない。ただし、教員情報一覧には、担

当科目名、総授業時間に対する授業担当時間の比を記載するこ

と。 

特任教員 

 

（１）基幹教員ではないが、これに相当する教員として学科（もしくは

課程）に専属雇用されている者を特任教員という（管理職は除

く）。 

 

（２）臨床科目担当以外の特任教員については、基幹教員と同等の責任

を持って獣医学生のための教育を担当し、かつ、給与が大学の運

営費等から支出されている常勤教員である場合、獣医学教育が主

務と見なせる教員として、本評価基準における獣医学に関わる教

育組織の教員数に算入できる。ただし、研究あるいは教育を目的

とする時限の競争的資金等で雇用されている者を算入すること

はできない。 

臨床教員 

 

（１）動物病院における日常の診療を行いつつ、モデル･コア・カリキ

ュラムとして実施する総合参加型臨床実習を附属獣医教育病院

の基幹教員の指導監督下で担当する教員を臨床教員という。臨床

教員には、臨床科目担当の特任教員も含む。 

 

（２）臨床教員は、獣医学教育が主務と見なせる教員として、本評価基

準における獣医学に関わる教育組織の教員数に算入できる。ただ

し、大学の運営費等あるいは病院運営経費等で常勤雇用され、か

つ、３年以上の臨床経験が必要とされる。さらに、特定診療科の

専門医としての技量をもち、相当機関からの認定資格を有するこ

とが望ましい。詳細規定は各大学の定めるところによる。 
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